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はじめに 

 

本県では，情報化・国際化という時代の大きな潮流や，高校生の興味・関心，進路意識等

の多様化，少子化・過疎化による地域の生徒数の減少と学校規模の縮小に対応するため，平

成１３年に「県立高校将来構想（以下「現将来構想」という。）」を策定し，①生徒の多様な

個性や特性に対応した魅力ある高校づくりの推進，②生徒数の減少に対応した学級減・学校

再編，③開かれた学校づくりの推進，④男女共学化の推進の４つの方針を掲げ，時代の要請

に対応した高校づくりを推進する高校教育改革や整備・改編に取り組んできました。 

 

 こうした結果，総合学科等の特色ある学科の設置や中高一貫校，昼夜間開講型単位制高校

等，多様な教育ニーズに応えるさまざまな学科・学校が設置されたほか，学校評議員制度の

導入など開かれた学校づくりが進んできたほか，平成２２年 4 月からは，すべての県立高校

が共学化されるなど，各種の取組が進められてきたところです。 

 

 しかしながら，現将来構想が平成２２年度末で終期を迎えることに加え，中学校卒業者数

が今後も継続して減少する見込みであること，地域経済のグローバル化，情報化が一層進展

し，県立高校教育を取り巻く環境のこれまで以上に激しい変化が予想されることから，平成

２０年７月，県立高等学校将来構想審議会に対し，これからの県立高校の在り方について諮

問を行いました。９回にわたる審議の後，答申がなされ，この答申を踏まえ，これまでの各

種の高校教育改革の取組を土台として，平成２３年度から平成３２年度までの中長期的な県

立高校の在り方を示す，新たな県立高校将来構想を策定いたしました。 

 

 本構想では，本県の高校教育における人づくりの方向性として，「主体的に生き抜く力」と

「人と関わる力」に焦点を当てております。そのため，「学力の向上」と「キャリア教育の充

実」を推進するとともに，それを支えるための「地域のニーズに応える高校づくり」と「教

育環境の充実，学校経営の改善」の４点を掲げ，重点的に取り組むこととしています。 

 

 今後とも，本県の高校教育改革を着実に推進し，社会が大きく変化する中，本構想をもと

に，宮城の確かな未来の構築に向けて，家庭や地域社会からの支援と協力を得ながら，将来

を担う子どもの能力や意欲を最大限に引き出す高校教育環境の整備に一層注力してまいりま

す。 

 

 

  平成２２年３月 

 

                          宮城県教育委員会 
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第１章 新たな県立高校将来構想の策定 

 

 

１ 本県の高校教育改革の取組状況 

 

宮城県では，100％に近づく高校進学率，少子化による生徒減少，高校生の興味・関心の多

様化など，高校教育を取り巻く諸状況の変化に対応するため，平成 13 年 3 月に平成 13 年度

から平成 22 年度までを計画期間とする県立高校将来構想を策定し，魅力と活力ある高校づく

りを目指して，①生徒の多様な個性や特性に対応した魅力ある高校づくりの推進，②生徒数の

減少に対応した学級減及び学校再編，③開かれた学校づくりの推進，④男女共学化の推進の 4

項目を基本方針に掲げ，各種の高校教育改革に取り組んできました。 

また，生徒が自らの進路希望や学ぶ意欲に基づき，より幅広い選択肢の中から学校を選択で

きるようにするため，平成 22 年度から県立高等学校全日制課程普通科の通学区域を撤廃する

ことといたします。 

なお，平成 20 年 11 月に宮城県教育委員会が県内の中高生及びその保護者，県民等約 9,500

人を対象に実施した「高校教育に関する県民意識調査」では，現将来構想に基づく高校教育改

革の各取組について，全体を通じて「とても評価する」又は「評価する」と回答した割合の合

計が，「あまり評価しない」又は「評価しない」の合計を上回っているものの，「どちらともい

えない」又は「わからない」と回答した割合も多く，取組に関する情報発信に課題も見られま

す。 
 

 

２ 新たな県立高校将来構想の位置づけ 

 

我が国においては，少子高齢化やグローバル化，情報化が急速に進展する一方で，地域社会

においても経済環境や生活環境が大きく変化し，地方分権改革による地域の在り様も大きく変

わりつつあり，人づくりを担う教育として，特に高校教育においては，社会の変化に柔軟に対

応できる資質や能力の育成にこれまで以上に力を入れていくことが重要です。 

今回策定する「新県立高校将来構想（以下「新将来構想」という。）」は，こうした背景を踏

まえながら，これからの地域社会を支えていく意欲や創造性等に富んだ人づくりに向けて，こ

れまでの各種教育改革の取組を土台として，平成 23 年度から平成 32 年度までの 10 年間を

計画期間とした，本県における今後の高校教育改革の方向性及び高校の再編整備の方針を示す

ものです。 
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第２章 本県の高校教育を巡る現状と課題 

 

 

１ 社会経済環境の変化 

 

（１）知識基盤社会の到来 

21 世紀は，新しい知識・情報・技術が，政治・経済・文化をはじめ社会の多くの領域に

おいて，活動の基盤として重要性を増す社会（知識基盤社会）であると言われています。グ

ローバル化が進む中で，これら知識・情報等は，短期間に陳腐化と進歩を繰り返し，競争と

技術革新を絶え間なく生む社会をもたらすものとなることから，このような知識基盤社会に

対応した幅広い知識と柔軟な思考に基づく判断力をもった人づくりが一層重要となっていま

す。 

 

（２）若年層の目的意識の希薄さ 

俗に「七・五・三現象」と言われるように，中学校，高校，大学新卒で正規就労した者の

3 年以内の離職率が，それぞれ約 7 割・5 割・3 割に上っています。これは，近年，パート

タイムや契約社員等の非正規雇用，派遣労働の拡大など企業の雇用形態が大きく変化したこ

とが背景にある一方で，若年層の職業観の変化などから，フリーターとしての生活を望んだ

り，コミュニケーション能力の不足により就業先での人間関係をうまく構築することができ

ないなどの理由で，短期間で離職する傾向があることも要因として考えられます。特に，本

県では，高校新卒者の離職率，15 歳から 34 歳の人口に占めるフリーターの割合とも全国平

均を上回って推移しています。 

近年の高校生の間には，自らの在り方・生き方を真剣に考え，長期的な夢や目標を持って

生きようとする姿勢が身に付かないまま卒業を迎える生徒も多数見られるなど，以前と比べ

て目的意識を持ちにくい状況になっていることから，勤労観や職業観をはじめとした社会人

として生きていくために必要な目的意識の形成が一層重要となっています。 

 

（３）家庭・地域の教育力の低下 

教育の原点は，まず家庭にあり，健康的な生活に必要な基本的習慣を身につけさせること

や，自立心を育成し，心身の調和のとれた発達を図る基本的な役割が家庭に期待されており，

地域が家庭を支え，こうした基盤の上に学校教育が成り立っています。 

しかしながら，近年の社会の急激な変化に伴う都市化，核家族化，少子化の進行等により

家庭環境の多様化が進むとともに，地域における人間関係や連帯意識，地域への愛着心の希

薄化等を背景に，家庭の教育力や地域の教育的機能が低下しているという指摘がなされてい

ます。 

これからの学校教育を考えるに当たっては，こうした家庭・地域の教育力の現状等を的確

に把握した上で，家庭・地域との役割分担や連携の在り方を適切に考慮しながら取り組んで

いくことが重要となっています。 
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（４）分権型社会の進展と厳しい財政状況 

「平成の大合併」と呼ばれる全国規模の市町村合併の進展により，県内の市町村数は平成

21 年 9 月現在で 35 市町村となっています。分権型社会への移行に伴い，自己決定，自己

責任の下で自らが地域の在り方を考え，行動することが求められている。一方で，各地方公

共団体は厳しい財政運営を強いられており，限られた財源を有効に活用し，最大限の効果を

発揮できる体制づくりが求められています。 

こうした中においては，これまで以上に施策の選択と集中を進めるとともに，学校や教員

のみならず，家庭や地域社会，経済界やＮＰＯ等との協働を一層推進するなど，地域に存在

する教育資源を十分に活かしながら，効果的，効率的に教育行政を進め，次代を支える人づ

くりに社会総がかりで取り組んでいくことが重要となっています。 

 

（５）少子化の進行 

全国的に少子化が進行する中，宮城県の中学校卒業者数は，近年では平成元年の約 35,100

人をピークに減少の一途をたどっており，平成 21 年では約 22,000 人にまで急激に落ち込

んでいます。さらに，新将来構想の計画期間の最終年度である平成 32 年には約 19,700 人

まで減少することが予測されています。 

特に，平成 22 年から平成 32 年までの中学校卒業者数の見通しを地区別にみると，仙台

市及び仙台市周辺地区（中部地区）が同期間で 9.6％減少するのに対し，それ以外の地区は

全体で 20.6％減少するなどほぼ倍の率で減少することが予想され，社会的諸条件の違いが今

後ますます拡大することが見込まれています。 

 

 

２ 県立高校の現状と課題 

 

（１）高校教育を巡る国の動き 

    昭和 22 年に教育基本法が施行されてから半世紀以上が経過し，この間，科学技術     

の進歩や，情報化，国際化，少子高齢化の急速な進展，価値観の多様化や社会全体の規範意

識の低下など，我が国の教育を巡る状況が大きく変化し様々な課題が生じてきたことなどを

踏まえ，平成 18 年 12 月に教育基本法が改正され，将来の教育を展望し，今日的な視点か

ら教育理念などが見直されました。 

これを受け，学校教育法等の関係法令が改正され，義務教育の目標の設定など学校種別ご

との目標の見直しや教員免許更新制の導入が行われたほか，我が国の教育改革の基本方向と

それを実現するための諸施策を明らかにした「教育振興基本計画」が策定されました。 

さらに，各学校種別の学習指導要領も改訂され，高等学校の学習指導要領については，知

識・技能の修得と思考力・判断力・表現力等の育成のバランスを重視すること等を基本的な

方針として，平成 21 年 3 月に告示されました。具体的には，コミュニケーションの基礎で

ある言語活動の充実，道徳教育や体験活動の充実などが盛り込まれており，本県においても

今後の適切な対応が求められています。 
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（２）義務教育と大学等高等教育をつなぐ高校教育 
県内の中学校卒業者の高校等進学率が 98％を超え多様な生徒が高校で学んでいる中，高

校教育においては，実社会に生徒を送り出す役割を見据えて，すべての高校生に一定水準の

学力等を身に付けることが求められています。そのため，高校においても基礎基本の定着を

確実に図るとともに，高校教育が義務教育からの積み重ねであることを踏まえ，中学校と連

携した教育の一層の充実や入学者選抜制度等中高の接続の在り方などの検討も必要です。 

また，過年度卒業者を含む高校卒業者の大学・短大への進学率が全国平均で 60％を超え

ている現在，本県の高校卒業者の大学・短大への進学率は，平成 20 年度で 52.2％と，全国

平均より 9.0 ポイント低い状況にあります。今後，新しい知識等がより重要性を増す知識基

盤社会を迎えるに当たって，大学進学率の向上など高等教育機関へつなぐ教育の充実を図り，

地域社会や我が国，ひいては世界で活躍できる人材を育成していくことが重要です。 

 

（３）本県高校教育に対する社会の要請 
これからの社会を支える人材として，学力とともに，知識・技能を基にして新たな価値を

生み出していく力や高い志と豊かな人間性をもった人材が求められています。 

本県の高校生の場合，他県と比較して卒業後の進路，特に就職面において，伝統的に県内

指向が強いという特徴があります。こうした状況を背景として，次代の社会人・職業人の育

成という観点から，本県高校教育に対して，キャリア教育の充実や産業社会の動向を踏まえ

た専門的な知識・技能の獲得，高度な専門資格の取得などへの期待が高まっています。また，

同様に，宮城という郷土を愛し，郷土に誇りを抱きながら，地域のリーダーとして活躍でき

る人材養成への期待も高く，こうした社会の要請に対して，高校教育において適切に対応し

ていくことが必要です。 

 

（４）生徒数減少と学校規模の縮小 

本県の中学校卒業者数は，現将来構想が策定された平成 13 年では約 28,600 人でしたが，

平成 20 年には約 23,000 人まで減少しています。この間，生徒数減少に対応して県立高校

の統廃合や学級減などを進めてきた結果，１学校当たりの学級数は 5.6 学級（平成 12 年度）

から 5.2 学級（平成 19 年度）となっています。 

平成 23 年以降は団塊ジュニア世代の子ども達が高校入学期を迎えることから，生徒数の

減少スピードはこれまでよりも比較的緩やかなペースになると見込まれますが，それでも平

成 32 年には中学校卒業者数が約 19,700 人となり，平成 22 年と比べ約 3,100 人（40

人学級で 77 学級相当）の減少が見込まれます。この場合，特に，中部地区とそれ以外の地

区とで生徒数減少のペースが異なることが見込まれており，高校教育改革・学校再編を進め

るに当たっては，そうした状況も踏まえながら，いずれの地区においても生徒にとっての適

切な教育環境の確保を旨として行うことが肝要です。 
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第３章 今後の県立高校教育の在り方 

 

 

１ 本県高校教育における人づくりの方向性 

  社会経済環境の変化や高校教育に対する社会的要請などを踏まえ，今後の県立高校教育にお

いては，以下の２点に焦点を当てながら「未来を担う人づくり」を推進していきます。 

 

（１）主体的に生き抜く力の育成 

これまで以上に激しい変化が予想される時代の中で，たくましく自らの進路を切り開いて

いくことのできる力を育成していくことが不可欠です。 

そのためには，国際化，情報化がますます進展し，知識が社会を動かす重要な基盤になっ

ていく時代においては，その基礎となる知識や技能を確実に身に付けることが重要であり，

併せてそうした基礎的知識・技能を活用していく力を着実に修得することが必要です。 

その上で，周囲の環境や社会動向を的確に把握しながら，自らが果たすべき役割を認識し，

主体性をもって自律的に行動できる姿勢を育成するなど，時代を生き抜いていく力を育成し

ていきます。 

 

（２）人と関わる力の育成 

個人としての知識や技能の修得とともに，社会を構成する一員として，また将来の職業人

として，他者との関わりの中で共に生きていくための能力についても，知識等と並ぶ重要な

能力として育成していくことが不可欠です。 

また，価値観が多様化している時代にあって，働くことや社会に貢献することの意義を理

解し，社会人としての態度や責任感を着実に涵養していくことや，今後，社会の在り方が複

雑になっていく中では，多様な人々が持っている知識や経験をつないで新しい価値を生み出

したり，課題を解決していくことも重要となります。 

このため，自分の意見を的確に伝え，意見や立場の異なる人を尊重しながら，目標に向け

て人と協力できるコミュニケーション能力や能動的に人との関係を築いていく力，さらには

協調性，柔軟性など，人と関わる力を育成していきます。 

 

 

２ 高校教育改革の取組の方向性 

「主体的に生き抜く力」と「人と関わる力」を高校教育で育成していくために，教育内容

においては「学力の向上」と「キャリア教育の充実」を推進するとともに，それを支える学

校づくりの観点から「地域のニーズに応える高校づくりの推進」，そして教育条件整備の点か

らは「教育環境の充実，学校経営の改善」の４つに重点をおいて取り組みます。 
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（１）学力の向上 ―学び続けるための基礎力づくり― 

① 基礎基本となる知識の定着 

高校教育における学習活動は，義務教育段階で身に付けた土台の上に社会で活躍するため

に必要な基礎的・基本的な知識や技能を修得するものであり，生徒が自らの将来を見据え，

希望する進路を達成することが大きな目標となっていることから，全ての生徒に対して進路

実現に必要な学力を養うことが求められています。そのため，習熟度別授業や少人数の授業

展開など学習形態の工夫による学習内容の定着率向上，日々の宿題など適切な課題提供によ

る家庭学習習慣の定着等，学習の質の確保や向上の向けた取組を行います。 

 

② 知識を活用した課題解決力の育成 

知識基盤社会においては，生涯にわたって学び続けることが求められることから，学力向

上の取組に当たっては，単なる知識の積み重ねにとどまらず，知識を活用して直面する課題

を解決する力を養うことが求められています。そのため，修得した知識を現実の事象に適用

したり，様々な知識を組み合わせて分析・考察したりする学習活動を展開するなど，様々な

指導上の工夫を行います。 

 

③ 人間関係を構築する力の育成 

生徒が社会の構成員として他者との関わりの中で生きていくためには，コミュニケーショ

ン能力とともに，良好な人間関係を構築する力，自省的な態度や自尊感情等を育成すること

が求められています。そのため，学校行事や部活動，生徒会活動や学級活動を通して，自主

性や協調性を育む
は ぐ く

とともに，互いの信頼関係の構築や基本となる徳性・体力を養うなど，生

徒の発達段階に応じた的確な指導を行います。 

 

④ 学校外の教育資源の活用 

こうした学び続けるための基礎力づくりに向けて，地域社会や産業界など学校外の教育資

源をこれまで以上に学校内の指導に活用することが，生徒に社会との連関を自覚させ，学ぶ

意欲を涵養するという観点からも，今後一層重要になるものと考えます。これまで工業高校

や商業高校などの専門高校を中心に，インターンシップなど地域の産業界をはじめ学校外の

教育資源を活用した取組が行われてきましたが，今後は学科を問わずすべての高校において，

積極的に学校外の教育資源を活用した取組を行います。 

 

（２）キャリア教育の充実 ―志（こころざし）教育の推進― 

① 勤労観・職業観の育成 

社会の構成員として，自らの適性に応じて社会の発展に貢献し得る在り方・生き方を見定

め行動できるようにするために，確固とした勤労観，職業観を育んでいくことが求められて

います。特に，高校は，社会に対しての理解がより深まる時期であるとともに，社会に出る

ための最終準備段階でもあることから，様々な人生や仕事の在り様に触れ，自らの具体的生

き方を探るキャリア教育の充実に取り組みます。 

こうしたキャリア教育を充実させることは，自己の進路目標の明確化を促し，その実現に
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向けての様々な努力の原動力となることから，社会人として必要な態度や知識・技能の修得

とともに学力の向上にも大きな影響を及ぼすものと考えています。 

このような自己の適性等と社会の中で果たすべき役割の自覚を通して，学ぶことの意義の

理解を促しながら，勤労観や職業観を涵養し，主体的に進路を選択する能力や態度を育成す

る一連の取組を，本県では「志教育」と位置づけ，小・中・高等学校を通した系統的な教育

活動の中で推進していきます。 

 

② 変化に対応できる基本姿勢の育成 

産業構造の変化や技術革新の加速化，価値観の多様化などにより，特に先端的な知識や技

能ほど陳腐化するスピードが速くなりつつあります。このような時代の中で，職業人として

社会に貢献していくためには，知識や技能を常に更新し磨き上げていくことが求められます。

このため，職業系学科における専門教育の充実をさらに図るとともに，職業系以外の学科も

含めて社会の変化に対応できる基本的な姿勢を高校教育において身に付けさせます。 

 

（３）地域のニーズに応える高校づくりの推進 ―地域とともに生きる高校づくり― 

① 地域とつながる高校づくりの推進 

高校は，小学校，中学校という義務教育段階と大学や専門学校での教育，そして社会とを

つなぐ存在であるため，こうしたつながりを意識しながら高校教育に取り組みます。同時に，

高校は，その所在する地域社会における人材育成の役割を担っていることから，地域におけ

る学科バランスや学校規模，あるいは新しい学科の設置など，地域のニーズも踏まえた学校

づくりを進めます。 

なお，地域の産業界などとの連携に当たっては，学校外の教育資源の活用という視点だけ

でなく，高校の地域貢献との両面から，さらに幅の広い連携体制を構築します。 

 

② 開かれた高校づくりと安全対策の強化 

本県では，学校評議員制度が全ての県立高校で導入されたほか，学校自由見学日の設定や

学校施設の地域開放など，開かれた学校づくりを推進してきましたが，これまで以上に家庭

や地域との連携が求められる中で，より積極的に学校情報を発信して，地域や保護者の理解

を得るとともに，それらの意向の把握にも努めながら，地域の一層の信頼に応えていきます。 

このような開かれた学校づくりをさらに進めることは，不特定多数の学校外の人間を学校

に取り入れることになるため，学校運営における特に重要な事項として，必要かつ十分な安

全対策を講じていきます。そのため，学校における危機管理マニュアルを適時適切に改訂す

るとともに，全ての教員の共通理解と確実に実践できる態勢整備を図ります。 

 

（４）教育環境の充実，学校経営の改善 －少子化時代における魅力ある教育環境づくり― 

① 教員の資質の向上 

教育の質の向上は，生徒を直接指導する教員の資質にかかっています。したがって，高校

生の学ぶ環境を充実していくためには，教員一人一人の教科の指導力，即ち授業力を向上さ

せることが必要です。このため，授業力の向上を目指した教育委員会の主催による研修会な
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どに加え，日々の教材研究や各高校における校内研修の充実等により，教員の資質向上に向

けた校内体制を構築します。 

 

② 学校改善の定着 

教員の資質向上と併せて重要なことは，学校経営における「改善の循環」を定着させるこ

とです。教育においては，「不易と流行」を見極めることが必要であり，「不易」以外の部分

については，校長のリーダーシップにより，可能な限り速やかに見直しが行われるよう，社

会の変化に連動した必要な改善に速やかに着手できる仕組みを整備していきます。 

これまで，学校評議員や学校評価制度の導入により，「ＰＤＣＡサイクル」による学校経営

の改善への取組が始まっていますが，適時性や効果の検証面においてはまだ不十分な点が多

いことから，今後，生徒や保護者の意見を十分参考にした学校による自己評価に加え，学校

評議員などを活用した学校関係者評価を定着させ，地域の高校として，学校内外の声を踏ま

えた学校経営の「改善の循環」を促進します。 

 

③ 効率的・効果的な施設整備の推進 

学校施設・設備の整備は，教育環境の充実という観点から重要な要素であり，今後，各高

校における教育活動に支障の生じないよう，施設設備の計画的な整備を進めます。併せて，

生徒数減少に連動した高校再編も視野に入れ，効率的な施設・設備の整備を推進するととも

に，各学校の特色ある教育活動の充実に配慮した整備を進めます。 

 

④ 多様な生徒の受け入れ態勢の整備 

不登校傾向の生徒やコミュニケーション能力に問題を抱える生徒あるいは発達障害のある

生徒等への対応として，今後，校内での受け入れ態勢のより一層の整備・充実を図ることが

求められています。そのため，教員の発達障害等に対する理解促進や適切な対応に向けた研

修会の充実を図ります。 
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第４章 社会の変化に的確に対応した学科編成・学校配置の考え方 

 

前章で述べた今後の本県高校教育における「人づくりの方向性」と，その実現に向けた「高校

教育改革の取組の方向性」については，いずれの学科・学校においても，それぞれの特色を活か

しながら取り組んでいくことが必要です。また，生徒数減少や産業構造の変化など様々な社会変

化に的確に対応しながら進めていくために，現将来構想におけるこれまでの取組も踏まえつつ，

以下の方針により学科等の在り方や学校配置を考えていきます。 

 

１ 学科等の在り方 

学科等の在り方については，普通教育及び専門教育を学べる基本的な体制を確保しながら，

本県の産業構造・就業状況の変化，各地区の学校配置，産業構造などの違いなどを踏まえた各

種学科の配置を行います。また，社会の動き等を踏まえた特色ある専門教育とともに，様々な

生徒の実態や保護者・生徒のニーズなども踏まえた多様な学びや進路希望に対応した学科・課

程などにも配慮していきます。 

 

（１）全日制課程 

① 普通科 

普通科は，普通教育を通して，幅広い教養と知識を身に付けるとともに，大学，専修学校

への進学など将来の進路を見極め，その進路に向かうための教育を主とする学科です。 

平成２１年４月現在，普通科が設置されている県立高校は 54 校で，募集定員の約 3 分の

2 を占め様々な生徒が普通科で学んでいる現状にあり，高校の規模や教育方法等の多様化が

進んでいます。 

本県の発展を支えるためには，大学等高等教育機関において高度な知識や幅広い見識を身

に付けた人材が地域に定着することが大切であり，その意味で大学等に円滑に接続できる教

育課程を持つ普通科の役割は重要であることから，本県の大学等進学率の向上などについて

も一層取り組みます。 

また，普通科高校の中には，多様な進路希望を持つ生徒が多い高校もあることから，学習

目標の明確化や，社会の中での在り方・生き方を考えながら，勤労観・職業観を醸成するキ

ャリア教育の充実に取り組みます。 

さらに，地域や生徒の実態に応じた学校設定科目を積極的に導入するなど，各学校の教育

課程を工夫していきます。 

 

 ② 専門学科（職業系学科） 

   本県においては，職業に関する専門学科として，農業・工業・商業・水産・家庭・看護に

関する学科が設置されており，中堅技術者，事務・サービス業従事者など地域を支える職業

人を育成してきました。 

今後も，職業系学科においては，将来のスペシャリストとして必要とされる専門性の基礎

的・基本的な知識・技術を重点的に修得させ，生涯にわたって社会で活躍できる人材を育成

する役割を担っていきます。 



- 10 - 
 

      

技術革新の進展，国際化，情報化，サービス産業化など産業社会の動向に対応した学科の

改編を進めてきましたが，近年は，特にものづくり産業の立地が進んできたことから，こう

した社会の変化に対応した魅力ある学科への改編を進めます。一方で，産業構造の大きな変

化により，農業に関する学科などにおいては，卒業後の関連産業への就職先が少なくなり，

当該学科を志望する生徒数も減っている状況にあることから，生徒や地域のニーズ，社会の

変化などを踏まえながら，配置も含めた在り方を検討していきます。 

また，経済の変化が一層早くなり，少子高齢化が進む社会状況の中で，求められる能力も

高度化かつ複雑多様化していることから，大学等への進学も含め，これからの時代に求めら

れる専門教育の充実を図ります。 

 

③ 専門学科（職業系以外の学科） 

   本県においては，専門学科のうち職業学科以外の学科として，理数科，英語科，体育科，

美術科が設置されており，職業とは直結しない専門教育を行い，それぞれの分野における生

徒の資質を伸ばしてきました。 

資源の少ない我が国においては，科学技術の振興が重要であり，その土台となる理数教育

の充実は欠かせないところです。また，国際化，情報化が進展している中，異文化間でのコ

ミュニケーション能力や，感性・創造力を磨き上げる専門教育も重要です。  

今後は，こうした専門教育の意義と生徒のニーズや社会の動向などを十分に踏まえながら

対応していきます。 

また，職業系の専門学科と同様，大学等への進学も含め，これからの時代に求められる専

門教育の充実を図ります。 

 

④ 総合学科 

総合学科は，普通教科と専門教科から生徒の進路希望や興味・関心に応じて選択して学習

できる学科であり，本県においては，平成 7 年度以降に設置が進み，平成２２年度には 7 校

となります。 

総合学科においては，社会や自分の在り方について考える科目である「産業社会と人間」

の履修やガイダンスなどを通じて自己の進路への意識が高まり，将来を見通して学習する姿

勢が見られること，選択科目を分野ごとにまとめた多様な系列が用意されていることにより，

生徒が進路希望に応じて学習できることなどが期待できる一方，系列の選択や進路選択に対

する指導体制の在り方などの課題も指摘されているところです。 

今後，学科の統合化等の検討に当たっては，総合産業高校の設置等の検討と併せ，それぞ

れの特性を踏まえて検討していきます。 

 

（２）定時制課程 

定時制課程は，かつての勤労青少年のための教育の場としての位置づけから大きく趣を変

え，現在は，勤労青少年に加え，全日制課程からの転入学者や中途退学者，不登校経験者な

ど多様な生徒の学ぶ場として重要な役割を担っています。こうした状況を踏まえ，県内には

夜間定時制 6 校及び昼間定時制 2 校以外に，多様化する生徒に対応して２部制（昼間，夜間）
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又は多部制（午前，午後，夜間）定時制課程の単位制高校 4 校が設置されている状況です。 

特に，２部制・多部制の定時制高校においては，生徒が自分の生活スタイルに合わせて学

ぶ時間を選べること，体験的な科目を含めた多彩な選択科目の中から学びたい科目を選択す

ることができること，習熟度別学習などのきめ細かな指導が行いやすいことなどにより，多

様な生徒への学習機会の提供の在り方として効果的な側面があることから，２部制・多部制

の定時制高校が設置されていない地域への設置を検討します。 

 

（３）通信制課程 

通信制課程は，多様な学習環境の確保の観点から，年齢や職業，学習履歴にかかわらず，

無理のない形で学習できる弾力性のあるシステムとして，現在，仙台第一高等学校に併設さ

れた形で１校設置されています。現在，平成 24 年に単独校としての開校を目指して整備を

進めています。 

これに併せて，ますます多様化する生徒に対応して，情報通信技術（ICT）を積極的に活

用した学習支援や生徒の居住地に近いところで学べるサテライト校の在り方を検討するなど，

さらに弾力的な学習環境の提供に努めていきます。 

 

（４）その他の学科・学校等 

 ① 中高一貫教育校 

中高一貫教育は，従来の中学校・高校の制度に加えて，生徒や保護者が６年間の一貫した

教育課程や学習環境の下で学ぶ機会をも選択できるようにすることにより，中等教育の一層

の多様化を推進するものとして，平成 11 年度から導入可能となったものです。県内の公立

学校においては，連携型中高一貫教育校が１校，併設型中高一貫教育校が１校，中等教育学

校が１校設置されており，平成 22 年度には，さらに 1 校の併設型中高一貫教育校が開校す

る予定です。 

連携型の中高一貫教育校では，中学校・高校の互いの教員の相互授業の実施による研修の

充実や，連携した課外活動を通した異年齢との交流が進んでいますが，連携型の高校入試の

在り方や学習意欲の喚起等の点で，今後さらに検討していきます。 

併設型については，中学校に入学した生徒が，まだ高校を卒業していないため，今後の成

果を検証していきます。 

今後の中高一貫教育校の設置の検討に当たっては，現設置校において中高一貫教育本来の

趣旨に則った様々な取組を積極的に進めつつ，その成果を検証した上で見極めていきます。 

 

② 単位制高校 

   単位制高校は，学年による教育課程の区分を設けず，決められた単位を修得すれば卒業が

認められる高校であり，県内には，13 校の単位制高校が設置されています。 

単位制が導入された高校においては，科目の選択幅の拡大や習熟度別少人数指導の導入な

どが進んでいるところもありますが，単位制導入の成果と課題について引き続き考察すると

ともに，きめ細かな指導を行うことにより，生徒の目的意識の明確化を図り，学習意欲の向

上につないでいきます。また，それぞれの学校や地域の特性に応じた科目開設など，教育内



- 12 - 
 

      

容の一層の充実を図ります。 

 

③ 総合産業高校 

社会の変化や産業の高度化・多様化に伴い，農業・工業・商業等の専門的な知識や技能の

上に，学際的な分野の知識・技能をあわせ持った人材が求められています。こうしたニーズ

に対応するため，複数の職業系専門学科を置き，生徒が特定の学科に所属しながら一定の範

囲内で他の専門学科の科目を選択して学習できる総合産業高校を設置します。 

特に中学校卒業者数が少ない地区では，専門学科高校を単独で存続させることが困難にな

ることも予測される中で，複数の専門高校の再編等により，弾力的で特色ある教育課程の編

成などを行い，学校・学科の教育内容をより特色と魅力あるものにします。 

 

２ 学校配置の考え方 

  これまで，中学校卒業者数の減少への対応と高校教育としての適正規模の確保という観点か

ら学校の統廃合や学級減を行ってきましたが，今後も引き続き中学校卒業者数の減少が見込ま

れていることから，新将来構想期間中においても大幅な学級数の削減が必要になっています。 

現在，県立高校１校当たりの学級数が減少し，特に中部地区以外の学校は小規模校化してお

り，今後の学校配置については，統合を含めた再編が避けられない状況です。そうした中でも，

以下の点に配慮しながら，地域の教育的ニーズを十分踏まえ，未来を担う人づくりに適した教

育環境や教育内容の整備・充実を図ります。 

 

（１）地域との関わり 

県立高校の再編を進める際には，地域とのつながりの中で再編整備を考えていく視点も重

要です。地域における県立高校の存在は，地域ひいては本県の産業振興，まちづくりの在り

方や企業誘致や住民の定着への影響といった側面も持ち合わせています。 

再編に当たっては，小規模化への対応とともに，より良い教育環境の形成や，各地域にお

ける高校の役割や地域の期待等も十分に踏まえながら，計画的な整備に取り組みます。 

 

（２）機会均等への配慮 

   今後も生徒減少等に対応し学級数を削減せざるを得ない状況にありますが，再編整備を進

めるに当たっては，全県的な視野を踏まえると同時に，地域の交通の利便性並びに通学可能

エリアの設置校・設置学科など各地区の実情を勘案しながら，学校・学科等の選択機会の確

保に配慮していきます。 

 

（３）活力維持や教育機能を十分発揮し得る学校規模 

   十分な教育効果を上げるためのカリキュラム編成や課外活動の充実，また生徒間の多様な

個性が触れ合う場や切磋琢磨の機会を確保するなど，学校の活力を維持するためには，ある

程度の学校規模が必要です。 

しかし，これまで，急激な中学校卒業者数の減少に対応して学級減により対応してきたこ

ともあり，中部地区以外の平均の学校規模は平成 21 年度で 4.1 学級と小規模校化しつつあ
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ります。このため，生徒の選択機会の確保への配慮と同時に，一定の学校規模の維持を図り

ながら，学校の活力を維持します。 

 

（４）市立高校・私立高校との協調した取組 

   平成 21 年４月１日現在，県内には公私合わせて 98 校の全日制高校があり，その内訳は

県立高校が 73 校，市立高校が 6 校，私立高校が 19 校となっています。県立高校の設置の

在り方を考える場合は，市立及び私立高校と協調した取組を進めていくことが必要であり，

そのため異なる設置者間で協調しながら中学校卒業者数の減少に適切に対応していきます。 

 

（５）小規模校の対応 

小規模校は，学校全体の一体感といった良さもありますが，カリキュラム編成や部活動な

どの課題もあります。「公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律」では

本校としての下限について，３学年の収容定員 240 人とされており，本県においてもこの

考えに基づき，１学年２学級規模（80 人）に満たない学校は原則として再編を進めるとし

てきましたが，今後もこの学校規模を維持できない場合は，活力ある高校教育の展開，社会

資本整備の効率性や地域バランス等の観点から，各地区の実情を踏まえながら統廃合などに

よる再編整備を進めていきます。 

 

３ 地区別の県立高校再編の方向性 

本県全体の学科バランスについては，全国平均とほぼ同じバランスとなっていますが，各地

区における具体的な高校配置については，前述した学科や学校配置の基本的な考え方を踏まえ

つつ，全県的な学科の配置バランスと各地区における県立高校に対する期待や産業構造，地域

住民の意向等を総合的に勘案しながら対応していきます。また，学校規模が縮小する中で，基

本的な学習機会への配慮と教育効果の両面から広域的な学科配置についても留意していきます。 

 

（１）南部地区 

南部地区には，平成 2１年度現在，全日制高校 11 校（分校を含む），定時制高校が 2 校

（分校を含む）設置されており，地区内すべての市と町に高校があります。 

学校規模の面では，全日制高校１校当たりの平均学級数は 3.9 学級となっており，１学年

３学級規模が 2 校，１学級規模が１校（分校）となっています。 

学科構成としては，地区の定員全体の約半分を普通科が占め，そのほか，農業，工業，商

業，体育，看護など 5 つの専門学科と総合学科を選ぶことができ，他地区に比べ，学科の選

択の幅が広い地区となっています。 

今後 10 年間の生徒数の動向は，平成 32 年までに約 370 人の中学校卒業生が減少する

見込みであり，各校の小規模化が進むことから，地区内の配置バランスを考慮しつつ，地区

の産業構造などを踏まえ，特色を活かした高い教育効果が期待できる再編を行うとともに，

県南地区に未設置である多部制定時制高校の設置を検討していきます。 
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（２）中部地区 

中部地区には，平成 21 年度現在，全日制高校 31 校，定時制高校が 5 校設置されており，

県内の全日制公立高校の約４割が設置されています。 

学校規模の面では，全日制高校１校当たりの平均学級数は 6.７学級となっており，１学年

４学級以下の学校はありません。 

学科構成としては，地区の定員全体の約８割を普通科及び普通科系専門学科が占めており，

県内で最もその割合が高くなっています。 

今後 10 年間の生徒数の動向は，平成 32 年までに約 1,400 人の中学校卒業生が減少する

見込みであるものの，他地区に比較して学校数が多く，生徒数減少による影響度合いは少な

いと見込まれます。また，他地区に比べ普通科の占める割合が多く，学力向上やキャリア教

育の推進など教育内容においてそれぞれの高校の特色化を促進するなど，高校教育の質の向

上に取り組みます。 

 

（３）大崎地区 

大崎地区には，平成２1 年度現在，全日制高校 11 校，定時制高校が２校設置されており，

地区内は旧古川市を挟んで東西に大きく分かれて設置されています。 

学校規模の面では，全日制高校１校当たりの平均学級数は 3.9 学級となっており，１学年

３学級規模が２校，２学級規模が２校となっています。 

学科構成としては，地区の定員全体の半分を普通科が占め，そのほか，農業，工業，商業，

家庭など４つの専門学科と総合学科を選ぶことができます。 

今後 10 年間の生徒数の動向は，平成 32 年までに約 280 人の中学校卒業生が減少する

見込みであり，既に小規模化しているいくつかの高校については，再編を検討していきます。 

 

（４）栗原地区 

栗原地区には，平成 21 年度現在，全日制高校が 5 校設置されています。 

学校規模の面では，全日制高校１校当たりの平均学級数は 4.3 学級となっており，１学年

３学級規模が１校となっています。 

学科構成としては，地区の定員全体の半分を普通科が占め，そのほか，工業，商業の２つ

の専門学科と総合学科が選択できます。 

今後 10 年間の生徒数の動向は，平成 32 年までに約 140 人の中学校卒業生が減少する

見込みであり，既に小規模化しているいくつかの高校については，限られた学校・学級数の

中で，教育機会と高い教育効果が期待できる規模を考慮しながら再編を検討していきます。 

 

（５）登米地区 

登米地区には，平成 21 年度現在，全日制高校が５校，定時制高校が１校設置されており，

概ね市の中心部に集まった形で設置されています。 

学校規模の面では，全日制高校１校当たりの平均学級数は 3.６学級となっており，１学年

２学級規模が２校となっています。 

学科構成としては，地区の定員全体の６割を普通科が占め，そのほか，工業，商業，農業
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の３つの専門学科が選択できるほか，隣接する栗原地区の総合学科も通学圏となっています。 

今後 10 年間の生徒数の動向は，平成 32 年までに約 130 人の中学校卒業生が減少する

見込みであり，既に小規模化しているいくつかの高校については，限られた学校・学級数の

中で，教育機会と高い教育効果が期待できる規模を考慮しながら再編を検討していきます。 

 

（６）石巻地区 

石巻地区には，平成 21 年度現在，全日制高校 11 校，定時制高校が２校（分校含む）設

置されており，ほとんどが石巻市の中心および郊外に設置されています。 

学校規模の面では，全日制高校１校当たりの平均学級数は 4.8 学級となっており，１学年

２学級規模が１校となっています。 

学科構成としては，地区の定員全体の約６割を普通科が占め，そのほか，農業，工業，商

業，水産など４つの専門学科を選ぶことができます。 

今後 10 年間の生徒数の動向は，平成 32 年までに約 500 人の中学校卒業生が減少する

見込みであるものの，他地区に比較して学校数が多く，生徒数減少による影響度合いは少な

いと思われます。また，既に小規模化している高校については，再編を検討していきます。 

 

（７）本吉地区 

気仙沼・本吉地区には，平成 21 年度現在，全日制高校が５校，定時制高校が１校設置さ

れており，三陸沿岸部に点在する形で点在して配置されています。 

学校規模の面では，気仙沼高校が７学級規模であることから，全日制高校１校当たりの平

均学級数は４学級となっており，１学年３学級規模が３校となっています。 

学科構成としては，地区の定員全体の６割を普通科が占め，そのほか，工業，商業，水産

の３つの専門学科と総合学科が選択できます。 

今後 10 年間の生徒数の動向は，平成 32 年までに約 320 人の中学校卒業生が減少する

見込みであり，既に小規模化している高校についても，一段の小規模化が避けられない状況

となっています。限られた学校・学級数の中で，さらには，通学距離・時間などの制約下に

おいて，教育機会と高い教育効果が期待できる規模の高校をバランス良く配置するよう再編

を検討していきます。 
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第５章 将来構想の推進 

 

１ 家庭・地域社会への期待 

 

（１）役割分担の明確化と連携促進 

    知識基盤社会の進展や国内外における競争の激化等の中で，教育の発展なくして我が国及

び本県の持続的な発展はなく，社会全体で教育の向上に取り組むことが必要です。 

教育を考える時，その原点はまず家庭にあり，家庭において生活習慣や自立心を育み，そ

れを地域が支え，こうした基盤の上に立って，学校教育において体系的な知識・技能の修得

と集団で学ぶことによる社会性の涵養などに効果的に取り組むことができます。 

子どもたちに社会での生き方・在り方を着実に見定めさせるためには，このような家庭・

地域・学校の役割を明確にした上で，適切にその役割を分担していくとともに，相互の連携

を図りながら教育を展開していきます。 

   

（２）家庭の教育力向上に向けて 

    学力向上やキャリア教育をはじめとして，学校教育を的確に推進していく上では，特に家

庭との協力関係を構築することが重要です。このため，学校だけでなく地域や行政が一体と

なって，保護者に対して，家庭における生活習慣・学習習慣の定着や社会人となることへの

責任感や態度の涵養に向けた具体的な提案，教育に関する各種情報の提供を積極的に行う体

制を整備するなどして，家庭の教育力向上のための支援を充実します。 

 

（３）地域の教育力の活用に向けて 

本県においては，これまでも職業系専門学科高校と地域産業界との協働による実践的な取

組がなされてきたところであり，生徒の知識・技能の定着におけるこのような協働の重要性

については，理解が浸透しています。また，それぞれの地域には，産業だけでなく，文化・

スポーツ分野における施設や人材・団体なども豊富に存在しており，こうした地域の教育力

を活用していくことが重要です。 

今後は，このような地域の教育力の活用に向けて，これまでの取組をさらに拡充していく

とともに，地域との連携強化に必要な支援団体・組織との関係づくりを進めます。 

 

 

２ 適正な進行管理 

 

（１）実施計画策定の必要性 

新将来構想は，今後 10 年間の県立高校教育改革の方向性を示すことだけにとどまらず，

高校再編の考え方をも示すものです。前述したような改革・再編を着実に進めていくために，

５年間程度を単位とした具体的な実施計画を策定し，それに基づいて各種の高校教育改革の

取組を着実に遂行していきます。 
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（２）適正な進行管理 

  各種の高校教育改革を着実に遂行していくためには，適正な進行管理が不可欠です。その

ため，前述した実施計画に基づいた高校教育改革の各取組を進める一方で，時代や環境の変

化を的確に捉えながら，常に新将来構想の進捗状況や成果・課題等の検証を行うとともに，

その結果を適宜県民に情報提供しながら，必要な対応を行っていきます。 

  この検証に当たっては，計画を策定する時だけでなく，教育の継続性を踏まえ，常に生徒

が置かれた状況等の変化を確実に捕捉しながら，その成果や有効性，効率性などを評価して

いきます。また，検証を進める際は，より県民の目線に立った教育行政，より良い教育環境

づくりといった視点から，透明性や客観性を十分に担保した仕組みとともに,その検証結果を

速やかに実施計画等に反映できる体制を構築します。 

今後，教育を巡る環境変化に対応した機動性・実効性を担保した検証・評価システムの在

り方について十分検討し，現将来構想で取り組んできたものも含む高校教育改革の各取組を

確実に検証しながら，適正に進行管理していきます。 
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○各地区の中学卒業者数の見通し（社会増減を考慮）

○各地区の必要学級数の見通し（公立高校全日制）
※注意 各地区ごとの学校配置等の検討の参考とするため、試算したものであり、確定したものではない。

○（参考）宮城公私立高等学校協議会による公私の収容定員に係る合意内容（平成21年10月合意）

「公・私立間の生徒収容比率については、中部地区の比率を概ね公立６対私立４としつつ、全県の比率は概

ね公立７対私立３とすることを基本とし、高校進学見込者数の減少に応じて公私とも収容定員を減少させるよ
う努力する。」

データ出典：平成２２年～２９年は学校基本調査（平成２１年度５月１日）の各学年の在籍者数、平成２９年以降は住民基本台帳（平成２１年４月１日）の年齢別乳幼児数を基に推計

３ 地区別の学級見通しについて

<試算方法＞

①各年度の中学卒業者見込数に学校基本調査における宮城県の全
日制高校への現役進学率（H13年度～H21年度）の平均値（93.12％）
を乗じて高校進学者見込数を算出

②H19年度～H21年度の中学校卒業者の進路状況調査（宮城県）に

基づく各地区毎の流出入率の平均値を乗じて各地区毎の高校入学
者見込み数を算出

③②で得られた各地区高校入学者見込数から地区別の私立高校全
日制課程の入学者比率から算出した私立高校進学者相当分を控除
し各地区毎に公立高校全日制課程進学見込者を算出

④③で得られた数値を４０で除して切り上げて仮の必要学級数を算出

⑤④で得られた仮の学級数を年度毎の上下がないように平準化して
必要学級数を算出

　　　卒業年 ２１年 ２２年 ２７年 ３２年 ２２年～

３２年

地区 減少数

南部地区 43 42 38 34 △ 8

中部地区 205 205 205 193 △ 12

大崎地区 43 43 41 38 △ 5

栗原地区 17 17 14 12 △ 5

登米地区 18 18 15 14 △ 4

石巻地区 48 48 44 37 △ 11

本吉地区 20 20 16 13 △ 7

全県 394 393 373 341 △ 52

　　　卒業年 ２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年 ２７年 ２８年 ２９年 ３０年 ３１年 ３２年 ２２年～

３２年

地区 中３ 中２ 中１ 小６ 小５ 小４ 小３ 小２ 小１ ５歳 ４歳 減少数

南部地区 1,762 1,656 1,647 1,592 1,650 1,577 1,578 1,611 1,516 1,441 1,394 △ 368

中部地区 14,340 13,867 14,004 13,917 14,181 14,031 14,015 13,810 13,517 13,646 12,969 △ 1,371

大崎地区 2,053 2,000 1,957 1,887 1,915 1,827 1,930 1,884 1,851 1,802 1,769 △ 284

栗原地区 649 614 651 645 597 618 583 605 574 548 512 △ 137

登米地区 815 781 823 761 762 741 757 723 717 683 683 △ 132

石巻地区 2,183 2,089 2,062 1,997 1,980 2,026 1,886 1,933 1,865 1,748 1,684 △ 499

本吉地区 974 962 921 926 871 793 782 750 728 679 653 △ 321

全県 22,776 21,969 22,065 21,725 21,956 21,613 21,531 21,316 20,768 20,547 19,664 △ 3,112

単年度増減人数 △ 807 96 △ 340 231 △ 343 △ 82 △ 215 △ 548 △ 221 △ 883
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１ 調査の趣旨 

平成２３年度以降の県立高等学校の在り方等に関する県民意識の把握、分析等を通じ、新

たな県立高校将来構想策定に向けた検討資料の一つとするため実施したもの。なお、今回の

調査では、現状を踏まえた上で次期構想策定の参考にしようとするため、現行の県立高校将来

構想（平成１３年３月策定）における高校改革の取組に対する評価項目も設定した。 

 

２ 調査対象 

(1) 中学２年生 1,518 人（公立中学校 54 校の原則 2 年 1 組の生徒 30 人を対象）  

(2) 高校２年生 1,645 人（全県立高校の原則 2 年 1 組の生徒 20 人を対象） 

(3) 中学２年生の保護者 1,518 人（(1)で対象とした生徒の保護者） 

(4) 高校２年生の保護者 1,645 人（(2)で対象とした生徒の保護者） 

(5) 県民 3,000 人（各広域圏均等割り、男女半々で選挙人名簿から無作為抽出） 

(6) 中学校進路指導教員 217 人（分校を除く全公立中学校の進路指導主事） 

(7) 合計 9,543 人 

 

３ 実施期間 

(1) 調査票発送 １１月 ４日（火）  

(2) 調査票回答〆切 １１月１８日（火） ※消印有効 

 

４ 回収率 

(1) 中学２年生 1,423 人（回収率：93.7％）  

(2) 高校２年生 1,537 人（回収率：93.4％） 

(3) 中学２年生の保護者 1,231 人（回収率：87.0％） 

(4) 高校２年生の保護者 1,312 人（回収率：79.8％） 

(5) 県民 901 人（回収率：30.0％） 

(6) 中学校進路指導教員 192 人（回収率：88.5％） 

(7) 合計 6,686 人（回収率：70.1％） 

結果の概要 

あなた(お子様)が高校に進学する(した)際に、最も重
視する(した)ことは何ですか。（保護者・生徒）

あなた(お子様)が、高校に進学する場合、毎日の通学
時間として最大でどのくらいの時間までであれば通学
できると思いますか。（保護者・生徒）

○進学先の選択理由

（ｎ＝5867） （ｎ＝5875）

高校選択に際しては、学力が最も重視され、次いで高校卒業後の進路が重視されている。
また、許容できる通学時間としては、片道約1時間以内までが全体の８４％を占めている。

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500

子ども本人(自分)の学力

高校卒業後の進学や就職の問題

部活動や学校生活の充実度

日々の通学（通学時間、安全性）

授業料や通学費など高校進学にかかる費用

その他

（55.4％）

（49.5％）

（25.1％）

（21.2％）

（18.0％）

（4.9％）

＜該当する２つまでを選択した延べ回答者数＞

（※回答者数に対する割合）

片道１時間

以内

48.8%片道３０分

以内

36.1%

片道１時間

半以内

12.3%

片道２時間

以内

1.9%

無回答・無効

0.5%

片道

２時間超

0.4%

４ 「高校教育に関する県民意識調査」結果の概要
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どちらともいえ

ない

28.5%

増やす必要は

感じない

24.6%

連携型の中高

一貫教育校を

増やすべき

21.3%

中等教育学校

を増やすべき

17.4%

併設型の中高

一貫教育校を

増やすべき

6.9%

無回答・無効

1.3%

総合学科

47.3%

どちらとも

いえない

15.5%

専門学科

(農業,工業,商

業等の職業に

関する学科)

15.2%

普通科

14.9%

専門学科

(理数科,英語

科,美術科等の

職業系以外の

学科)

5.9%

無回答・無効

1.3%

高校の学科には、普通科、専門学科、総合学科の３学科があり
ますが、これからの本県の高校教育においては、これら３つの学
科のうち、どの学科の割合を増やしていくべきと思いますか。

（保護者・県民・指導主事）

（ｎ＝3726）

農業高校や工業高校、商業高校などの専門高校、総合学科高
校では，インターンシップ（就業体験等）や職業情報の的確な提
供などに取り組んでいるところですが，豊かな勤労観・職業観を
涵養するため，普通科においても，同じように取り組んだ方がよ
いと思いますか。 （保護者・県民・指導主事）

（ｎ＝3726）

○これまでの県立高校改革の取組についての評価

○これからの県立高校へ望むこと

中学・高校の６年間で一貫性をもたせた体系的な教育方式（中高
一貫教育）があります。この中高一貫教育は、現在、連携型、併
設型、中等教育学校の３タイプで展開されています。この中高一
貫教育校について、どう思いますか。（保護者・県民・指導主事）

（ｎ＝3726）

各県立高校では、教育の質の向上に向け、地域との連携に取り
組んできております。県立高校が地域との連携をより深めていく
ために、最も重要なことは何だと思いますか。

（保護者・県民・指導主事）

（ｎ＝3726）

保護者や県民等がこれからの県立高校に臨むこととして、普通科高校におけるキャリア教育の充実や開かれた学校
づくりなどが上げられている。魅力あるある学校づくりの一環として設置されてきた中高一貫教育校については、「増

やすべき」と「どちらともいえない」又は「増やす必要は感じない」との回答が拮抗している。また、どの学科を増やす
べきかとの問いには、総合学科が最も回答が多かった。

現将来構想に基づく高校教育改革の取組に対する評価については、全体を通じて「とても評価する」又は「評価する」と
回答した割合の合計が「あまり評価しない」又は「評価しない」を上回り概ね肯定的に評価されている。しかしながら、「ど

ちらともいえない」や「わからない」と回答した割合も高く、高校教育改革の取組についての情報発信に課題が見られる。

全ての
普通科高校

においても
取り組むべ

き
50.4%

高卒後、
就職を希望
する生徒を

対象に取り
組むべき
34.8%

進学先でも
学習する機
会はあるの

で進学に向
けた学習に

集中すべき
10.2%

その他
3.6%

無回答・
無効
1.0%

とても評価する

18.1%

とても評価する

19.3%

6.0%

8.4%

13.9%

評価する

43.9%

評価 する

41.7%

評価する

25.1%

評価する

37.2%

評 価する

25.1%

16.2%

15.8%

どちらともいえない

30.6%

どちら ともいえ ない

23.6%

どちらともいえない

27.8%

2.4%

3.0%

8.2%

5.0%

9.7%

1.5%

1.7%

4.6%

2.7%

9.9%

わからない

16.4%

わからない

17.0%

わからない

23.5%

わからない

18.5%

11.5%

4.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総合学科の設置

昼夜間開講型定時制高校の設置

生徒数の減少に対応した学校再編

開かれた学校づくりの推進

男女共学化の推進
あまり評価

しない

評価

し ない

どちらとも

いえない

どちらとも

いえない

あまり評価しない

評 価しない

評価しない

評価しない

あまり評価しない

県立高校の

地域への

情報発信・

情報開示

40.7%高校と地域

社会を 結ぶ

調整機関の

存在

30.8%

県立高校へ

の理解

22.1%

その他

5.0%

無回答・

無効

1.3%
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フリーター数・割合の推移（男女計）

平成４年 ９年 14年 19年
フ リ ー タ ー 数 （ 人 ） 17,500 30,800 56,000 45,900
フリーターの割合（％） 2.7 4.6 8.5 7.8
フ リ ー タ ー 数 （ 人 ） 1,010,000 1,510,000 2,090,000 1,810,000
フリーターの割合（％） 2.9 4.3 6.1 5.9

割合(%)＝該当数÷15～34歳の人口×100として算出

若年無業者数・割合の推移（男女計）
平成４年 ９年 14年 19年

若 年 無 業 者 数 （ 人 ） 6,600 11,100 12,700 10,900
若年無業者の割合（％） 1.0 1.7 1.9 1.8
若 年 無 業 者 数 （ 人 ） 400,000 420,000 640,000 620,000
若年無業者の割合（％） 1.1 1.2 1.9 2.0

割合(%)＝該当数÷15～34歳の人口×100として算出

※平成４年の数値については、全国は、平成５年の数値

宮城県

全国

宮城県

全国※

6,600

11,100

12,700
10,900

1.0

1.7
1.9

1.8

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

平成４年 ９年 14年 19年

％人
宮城県の若年無業者の推移

若年無業者数（人）

若年無業者割合

17,500

30,800

56,000 45,900

2.7

4.6

8.5

7.8

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成４年 ９年 14年 19年

％人 宮城県のフリーターの推移

フリーター数（人）

フリーターの割合

５ 宮城県のフリーター・若年無業者数の推移

（データ出典 就業構造基本調査宮城県速報値）

H19年度の就業構造基本調査および同調査の宮城県速報値によりフリーター及び若年無業者の推移を見てみると、
フリーター割合は、平成９年以降全国の割合を上回る水準で推移している。

一方若年無業者については、ほぼ全国並みの割合で推移している。
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計

学

校

数

学校名

学

校

数

学

校

数

学

校

数

学校名

学

校

数

学校名

学

校

数

学校名

学

校

数

学校名

学

校

数

学校名

0

5 2

仙台第一

工業 3

仙台第二

仙台第三

仙台商業

18 7

第二女子

第三女子

仙台南

仙台西

仙台東

名取北

名取

10

宮城第一

泉

泉松陵

泉館山

宮城広瀬

宮城野

多賀城

利府

富谷

仙台

1

気仙沼

10 1

白石工業

1

農業

1

黒川

3

古川

古川黎明

古川工業
1

佐沼

3

石巻

石巻工業

河南

16 3

角田

大河原商業

白石女子 3

仙台向山

亘理

仙台工業 3 1

小牛田農林

2

築館

迫桜

4

石巻好文館

石巻西

石巻商業

市女

10 3

白石

柴田

柴田農林
1

涌谷

1

岩ヶ崎（鶯沢）

2

登米

米谷工業
2

水産

市女商
1

志津川

11 3

蔵王

村田

伊具 4

加美農

鹿島台商

岩出山

中新田

1

一迫商業

3

気仙沼西

気仙沼向洋

本吉響

5 2

南郷

松山 2

上沼

米山 1

女川

1 1

柴田農林(川崎）

76 11 13 17 11 4 5 10 5

5.13

北部（大崎） 北部（栗原） 北部（登米） 東部（石巻） 東部（本吉）

学校名 学校名

9

学級数

南部地区 中部（南） 中部(北）

8

7

6

5

塩釜女子

松島

塩竃

4

3.6 4.8

3

2

1

合計

1校

平均
3.9 4.0

三修制多部制定時制

高校昼間部及び昼間

定時制高校

※（　）は定員

白石（七ヶ宿）（40） 貞山（120）

仙台大志（120）

田尻さくら（80) 東松島（80)

飯野川（十三浜）（40）

6.6 6.8 3.9 4.3

気仙沼女子

東陵

参考：私立

西山学院 明成

東北生活文化大学

宮城学院

聖和学園

仙台白百合学園

尚絅学院女子

東北

仙台育英学園

東北学院

東北学院榴ヶ岡

常盤木学園

聖ウルスラ学院

聖ドミニコ学院

東北工業大学

古川学園

大崎中央

計
学
校
数

学校名
学
校
数

学
校
数

学
校
数

学校名
学
校
数

学校名
学
校
数

学校名
学
校
数

学校名
学
校
数

学校名

4 1

第三女子

3

第一女子
仙台第三
泉

16 8

仙台第一
第二女子
工業
仙台南
仙台西

仙台東
名取北
名取 8

仙台第二
泉松陵
泉館山
宮城広瀬
利府

多賀城
富谷
仙台

10 2

白石工業
白石女子

5

宮城野
塩釜
塩釜女子
黒川
仙台商業

2

古川女子
古川工業

1

佐沼

17 2

柴田
大河原商業

4

農業
仙台向山
亘理
仙台工業

2 3

古川
岩出山
涌谷 1

登米

5

石巻
石巻女子
石巻工業
河南
市女

10 3

白石
角田女子
柴田農林 1

小牛田農林

1

築館

1

米谷工業

3

石巻西
石巻商業
市女商 1

気仙沼

10 3

角田
村田
伊具 1

中新田

1

築館女子

1

上沼

1

水産

3

鼎が浦
本吉響
志津川

17 1

蔵王

5

松山
南郷
鹿島台商
加美農
田尻

5

岩ヶ崎
若柳
栗原農業
鶯沢工業
一迫商業

1

米山

3

飯野川
女川
矢本 2

気仙沼西
気仙沼向洋

2 1
（柴田農林）川崎

1
築館（瀬峰）

2 1 1

88 12 14 19 12 8 5 12 6

5.49

農業（秋保） 黒川（大郷）

北部（登米） 東部（石巻）

学級数

南部地区 中部（南） 中部(北）

8

7

6

東部（本吉）

学校名 学校名

9

北部（大崎） 北部（栗原）

1

合計

松島
仙台女子商

1校
平均

4.8

4

3

2

5

3.87.0 7.3 4.7 3.3 5.0 4.8

三修制多部制定時
制高校昼間部及び
昼間定時制高校

※（　）は定員

白石（七ヶ宿）（40） 貞山（120） 飯野川（十三浜）（40）

７ 地区別学校規模別の学校数の推移

○平成１３年度の配置状況（公立全日制・昼間定時制）

○平成２１年度の配置状況（公立全日制・昼間定時制・三修制多部制定時制）

※下線は市立高校を示す。

※平成２１年度生徒募集をしていない高校は含まない。



- 27 - 
 

      

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

普通
66.5%

普通

65.1%

普通

57.6%

普通,
55.0%

普通

52.9%

普通

68.1%

普通

64.9%

3.3%

3.0%

2.0%

2.7%

その他

6.2%

その他

3.7%

0.8%

農業
3.9%

農業

4.6%

農業

5.5%

農業,
5.9%

農業,
5.7%

農業,
6.2%

農業

3.3%

工業,
9.9%

工業

10.1%

工業

12.9%

工業

17.3%

工業

13.5%

工業

9.7%

工業

8.6%

商業,
8.4%

商業,
9.8%

商業

8.5%

商業

9.1%

商業

10.9%

商業

8.2%

商業

7.1%

総合
5.8%

総合

5.2%

総合学科

11.2%

総合学科

7.5%

総合学科

9.5%

2.6%

総合学科

13.5%

1.3%

0.8%

1.5%

1.4%

0.5%

1.5%

1.4%

0.4%

1.1%

0.8%

0.7%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

宮城

岩手

山形

福島

長野

広島

水産 家庭

そ
の

他

そ

の
他

そ
の
他

そ
の

他

８ 全国・各県の学科構成（参考）

○各県の学科別生徒数の構成 （Ｈ１９年度 公立・全日制）

全日制課程公立高校の学科別生徒数の構成割合を全国と比較してみると、本県は全国平均とほぼ同様の構成比と
なっており、農業科・商業科・水産科がやや多い状況である。

本県と人口規模が類似している長野県と比べると普通科・農業科がやや少なくなっている。さらに、政令指定都市を抱
える広島県と比べると総合学科が大きく下回っている。

また、隣県の山形・福島・岩手と比べると、普通科は大きく上回り、農業科、工業科、総合学科で下回っている。

計 普通

理数・英

語・美術・

体育等

農業 工業 商業 水産 家庭 看護 情報 福祉 総合学科

2,276,108 1,514,639 74,378 87,798 225,888 191,564 9, 821 28,705 3,751 1,736 5,584 132,244

隣県 岩手 33,818 19,475 685 1,844 4,368 2,888 267 493 ― ― ― 3,798

宮城 48,029 31,274 1,451 2,208 4,860 4,698 546 387 117 ― ― 2,488

山形 25,816 14,186 694 1,519 4,471 2,361 177 349 117 ― ― 1,942

福島 51,799 27,426 3,196 2,942 7,004 5,637 374 275 ― ― ― 4,945

長野 49,733 33,890 1,826 3,095 4,818 4,085 ― 748 ― ― ― 1,271

広島 50,176 32,573 417 1,632 4,303 3,544 ― 724 116 ― 80 6,787

（構成比）

100.0% 66.5% 3. 3% 3.9% 9.9% 8.4% 0.4% 1.3% 0.2% 0. 1% 0.2% 5.8%

隣県 岩手 100.0% 57.6% 2. 0% 5.5% 12.9% 8.5% 0.8% 1.5% 0.0% 0. 0% 0.0% 11.2%

宮城 100.0% 65.1% 3. 0% 4.6% 10.1% 9.8% 1.1% 0.8% 0.2% 0. 0% 0.0% 5.2%

山形 100.0% 55.0% 2. 7% 5.9% 17.3% 9.1% 0.7% 1.4% 0.5% 0. 0% 0.0% 7.5%

福島 100.0% 52.9% 6. 2% 5.7% 13.5% 10.9% 0.7% 0.5% 0.0% 0. 0% 0.0% 9.5%

長野 100.0% 68.1% 3. 7% 6.2% 9.7% 8.2% 0.0% 1.5% 0.0% 0. 0% 0.0% 2.6%

広島 100.0% 64.9% 0. 8% 3.3% 8.6% 7.1% 0.0% 1.4% 0.2% 0. 0% 0.2% 13.5%

生徒数の
近い県

全国

区分

生徒数の
近い県

全国

水産 家庭

そ

の

他

そ

の

他

（データ出典：Ｈ１９学校基本調査）

（単位：人）
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９ 県内高校募集定員一覧（H２１年度）

○公立

H20 H20 H20

1 　白石* 4 160 普 160 4 1 　古川 6 240 普 240 6 40 電気科 1

普 160 4 2 　古川黎明 6 240 普 240 6 40 電子機械科 1

看 40 看護科 1 普 40 1 2 白石（七ヶ宿） 1 40 普 40 1

機械科 2 家 40 家政科 1 3 大河原商業 2 80 普 80 2

電気科 1 機械科 2 4 名取 1 40 普 40 1

建築科 1 電気電子科 1 5 貞山 4 160 普 160 4

設備工業科 1 建築科 1 40 機械科 1
工業化学科 1 土木情報科 1 40 電気科 1

4 　角田 5 200 普 200 5 化学技術科 1 7 佐沼 1 40 普 40 1

5 　蔵王 3 120 普 120 3 5 　岩出山 3 120 普 120 3 8 田尻さくら 3 120 普 120 3

6 　柴田農林 4 160 農 160 農業科学科・園芸工学科 2 6 　鹿島台商業 3 120 商 120 商業科 3 9 飯野川（十三浜校） 1 40 普 40 1

動物科学科・森林科学科 2 農業科 1 10 東松島 3 120 普 120 3

情報システム科 2 農業機械科 1 11 気仙沼 1 40 普 40 1

流通マネジメント科 2 生活技術科 1 40 機械科 1

〇Ａ会計科 1 普 80 2 40 建築土木科 1

8 　村田 3 120 総 120 3 商 80 商業科 2 13 市仙台大志 4 160 普 160 4

普 120 3 9 　涌谷 4 160 普 160 4 27 1,080 27

体 40 体育科 1 農 80 農業技術科 2

10 　柴田農林（川崎） 1 40 普 40 1 総 120 3 1 仙台第一 500 普 500

11 　伊具 3 120 総 120 3 普 40 1

43 1,720 1,720 43 農 40 産業技術科 1 ※下線は全日制高校に併設されている定時制高校

1 　仙台第一* 8 320 普 320 8 44 1,760 1,760 44

2 　第二女子* 7 280 普 280 7 1 　岩ヶ崎 3 120 普 120 3

3 　第三女子* 7 280 普 280 7 2 　岩ヶ崎（鶯沢） 1 40 工 40 創造工学科 1 ○私立
機械科 2 情報処理科 1

電気科 2 流通経済科 1

情報技術科 1 会計科 1

化学工業科 1 4 　迫桜 5 200 総 200 5

インテリア科 1 5 　築館 5 200 普 200 5

電子機械科 1 17 680 680 17 1 360 普 360

普 160 4 1 　佐沼 6 240 普 240 6 2 600 普 600

理 40 1 普 120 3 3 260 普 260

6 　仙台南 7 280 普 280 7 商 40 商業科 1 4 225 普 225

7 　仙台西 7 280 普 280 7 普 40 1 5 400 普 400

普 240 6 農 40 農業技術 1 普 500

英 40 1 普 40 1 音 30 音楽科

農業科・園芸科 3 農 40 園芸ビジネス科 1 7 1,280 普 1,280

農業機械科 1 自動車科 1 8 明成 440 普 240

食品化学科 1 電気システム科 福 80 介護福祉科

生活科 1 情報技術科 家 120 調理科

10 　名取北 7 280 普 280 7 機械システム科 9 東北 700 普 700

普 240 6 18 720 720 18 普 310

家 40 1 1 　石巻 6 240 普 240 6 商 80 商業科

普 80 2 2 　石巻好文館 5 200 普 200 5 11 240 普 240

農 40 1 3 　石巻商業 5 200 商 200 総合ビジネス科 5 12 250 普 250

商 40 1 機械制御科 2 普 225

家 40 1 電気情報科 1 工 225 電子科

機械科/電気科 3 建築科 1 14 270 普 270

建築科/土木科 2 土木システム科 1 15 70 普 70

86 3,440 3,440 86 化学技術科 1 普 300

1 　仙台第二 8 320 普 320 8 工 40 情報科学科 1 商 100 情報ビジネス科

普 240 6 水 120 海洋総合科 3 17 225 普 225

理 80 2 普 200 5 18 120 普 120

普 200 5 農 40 農業科 1 19 120 普 120

理 80 2 8 　石巻西 5 200 普 200 5 7,330 7,330

普 240 6 9 　女川 2 80 普 80 2

英 40 1 10 　市女* 5 200 普 200 5 普 620

5 　泉松陵 7 280 普 280 7 11 　市女商* 4 160 商 160 商業科 4 総 80

6 　泉館山 7 280 普 280 7 48 1,920 1,920 48

7 　宮城広瀬 7 280 普 280 7 工 40 機械技術科 1

普 160 4 情報海洋科 1

美 40 1 産業経済科 1
総 80 2 2 　気仙沼西 3 120 普 120 3

普 120 4 3 　気仙沼 7 280 普 280 7

商 80 2 4 　本吉響 3 120 総 120 3

10 　塩釜女子* 5 200 普 200 5 普 120 3

11 　多賀城 7 280 普 280 7 商 40 情報ビジネス科 1

12 　松島 5 200 普 200 5 20 800 800 20

普 200 5 ※H21年現在で男女別学の公立校には校名脇に＊を付けている。

ス 80 2

普 80 2

農 40 1

土木科 1

電子機械科 2

15 　富谷 7 280 普 280 7

16 　仙台 7 280 普 280 7

17 　仙台商業 8 320 商 320 8

115 4,600 4,600 116

中

部

地
区

（
仙

台

南

地

区

）

）

中

部

地

区

（
仙
台

北

地

区

）

東

部

地
区

（
石

巻

地

区

）

全

日

制

北

部

地

区

（
栗

原

）

5　仙台工業13 200 工 200

700仙台育英学園1

通

信
制

学科

定員

募集

人員

学

科

気仙沼女子

小学科高校名

大崎中央

東北学院榴ケ岡

西山学院

東陵

常盤木学園

東北学院

宮城学院

聖和学園

仙台白百合学園

尚絅学院

仙台育英学園

450

16 400

13 東北工業大学

古川学園

聖ウルスラ学院英智

聖ドミニコ学院

10 390東北生活文化大学

5306

1 第二工業 2

古川工業

80

12 仙台工業

工

2 80 工

2 80 工

6

学

科

学科

定員
小学科

学
級

数

高校名

学級数
定員

合計

280　利府 7

工 120

13

14 　黒川 6 240

8 　宮城野

9 　塩釜* 5

7 280

4 　泉 7 280

200

　宮城第一 7

2 　仙台第三 8

3

320

280

20012 　亘理 5

280

11 　名取 7 280

8 　仙台東 7

240

　仙台向山 5

320

北

部

地

区

（
登

米

地

区

）

8 320 工

200

160

東

部

地

区

（
本

吉

地

区

）

160

1 　気仙沼向洋 3

　志津川 4

9 　柴田 4

5 200 商

240

200

6 240 工

200

高校名

学級数
定員

合計

2 　白石女子* 5

学

科

学科

定員
小学科

学
級

数

地

区

地

区

3

4 　工業

5

　白石工業

7 　大河原商業

水 80
120

5

7 　河南 6

5 　水産 4 160

240

4 　石巻工業 6 240 工 240

11 　南郷 2

5 200

80

3

240 工 240

　松山 2

80

80

3
160 工 1605 　米谷工業 4

2

3 　上沼 2

4 　米山

2 　登米

120

4

3 　一迫商業 3

160

120 商

160

120

4

小学科
学
級

数

　古川工業 6

10

4

7 　加美農業

8 　中新田

3

通

信

制

農 120

240

高校名

学級数
定員

合計

学

科

80

　小牛田農林

農

学科

定員

仙
南

地

区

定

時

制

北

部

地

区

（
古

川

地

区

）

9 　農業 6
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10 公立高校の地区別学科構成（Ｈ２１年度入学定員）

■全日制課程

学校
学級

数
定員 学校

学級

数
定員 学校

学級

数
定員 学校

学級

数
定員 学校

学級

数

定

員
学校

学級

数

定

員
学校

学級

数
定員 学校

学級

数

定

員

白石 4 160 仙台第一 8 320 仙台第二 8 320 古川 6 240 築館 5 200 佐沼 6 240 石巻 6 240 気仙沼 7 280

白石女子 4 160 第二女子 7 280 仙台第三 6 240 古川黎明 6 240 岩ヶ崎 3 120 登米 3 120 石巻好文館 5 200 気仙沼西 3 120

角田 5 200 第三女子 7 280 宮城第一 5 200 松山 1 40 上沼 1 40 飯野川 志津川 3 120

蔵王 3 120 仙台向山 4 160 泉 6 240 岩出山 3 120 米山 1 40 河南 5 200

柴田 3 120 仙台南 7 280 泉松陵 7 280 中新田 3 120 石巻西 5 200

柴田農林 1 40 仙台西 7 280 泉館山 7 280 涌谷 4 160 女川 2 80

（川崎） 仙台東 6 240 宮城広瀬 7 280 南郷 1 40 市女 5 200

名取北 7 280 宮城野 4 160 田尻

名取 6 240 塩釜 3 120

亘理 2 80 塩釜女子 5 200

多賀城 7 280

松島 5 200

利府 5 200

黒川 2 80

富谷 7 280

仙台 7 280

仙台向山 1 40 仙台第三 2 80

第一女子 2 80

英語 2 80 仙台東 1 40 泉 1 40

美術 1 40 宮城野 1 40

体育 3 120 柴田 1 40 利府 2 80

計 267 10,680 21 840 63 2,520 99 3,960 24 960 8 320 11 440 28 1,120 13 520

村田 3 120 宮城野 2 80 小牛田農林 3 120 迫桜 5 200 本吉響 3 120

伊具 3 120

計 19 760 6 240 0 0 2 80 3 120 5 200 0 0 0 0 3 120

農業科学科 柴田農林 1 40

農業科 農業 1 40 加美農業 1 40 河南 1 40

園芸工学科 柴田農林 1 40

園芸科 農業 2 80

農業経営科 黒川 1 40

動物科学科 柴田農林 1 40

食品化学科 農業 1 40

亘理 1 40

農業機械科 農業 1 40 加美農業 1 40

森林科学科 柴田農林 1 40

生活科 農業 1 40

生活技術科 加美農業 1 40

農業技術課 小牛田農林 2 80 上沼 1 40

産業技術科 南郷 1 40

園芸ビジネス科 米山 1 40

機械科 白石工業 2 80 工業 2 80 古川工業 2 80
機械システム科 米谷工業 1 40

機械技術科 気仙沼向洋 1 40

機械制御科 石巻工業 2 80

自動車科 米谷工業 1 40

電気科 白石工業 1 40 工業 2 80

電気システム科 米谷工業 1 40

電気情報科 石巻工業 1 40

電気電子科 古川工業 1 40

電子機械科 工業 1 40 黒川 2 80

機械科・電気科 仙台工業 3 140

創造工学 岩ヶ崎（鴬沢） 1 40

建築科 白石工業 1 40 古川工業 1 40 石巻工業 1 40

インテリア科 工業 1 40

設備工業科 白石工業 1 40

土木科 黒川 1 40

土木情報科 古川工業 1 40

土木システム科 石巻工業 1 40

建築科・土木科 仙台工業 2 60

化学技術科 古川工業 1 40 石巻工業 1 40

工業化学科 白石工業 1 40

化学工業科 工業 1 40

情報科学科 水産 1 40

情報技術科 工業 1 40 米谷工業 1 40

情報システム科 大河原商業 2 80

情報処理科 一迫商業 1 40

情報ビジネス科 志津川 1 40

流通経済科 一迫商業 1 40

流通マネジメント科 大河原商業 2 80

〇Ａ会計科 大河原商業 1 40

会計科 一迫商業 1 40

商業科 亘理 1 40 仙台商業 8 320 鹿島台商業 3 120 登米 1 40 市女商 4 160

塩釜 2 80

総合ビジネス科 石巻商業 5 200

家政科 名取 1 40 松山 1 40

亘理 1 40

生活福祉課 飯野川

海洋総合科 水産 3 120

産業経済科 気仙沼向洋 1 40

情報海洋科 気仙沼向洋 1 40

看護 1 40 看護科 白石女子 1 40

計 104 4160 16 640 23 920 14 560 16 640 4 160 7 280 20 800 4 160

390 15,600 43 1,720 86 3,440 115 4,600 43 1,720 17 680 18 720 48 1,920 20 800

白石（七ヶ宿） 1 40 名取 1 40 貞山 4 160 田尻さくら 3 120 佐沼 1 40 東松島 3 120 気仙沼 1 40

大河原商業 2 80 仙台大志 4 160 飯野川 1 40

（十三浜）

機械科 第二工業 1 40 古川工業 1 40

仙台工業 1 40

電気科 古川工業 1 40

電子機械科 第二工業 1 40

建築土木科 仙台工業 1 40

27 1,080 3 120 9 360 4 160 5 200 1 40 4 160 1 40

大学科
学級
数

定員 小学科

南部地区 中部（南） 中部(北） 北部（大崎） 北部（栗原） 北部（登米） 東部（石巻） 東部（本吉）

普
通
科
の
学
科

普通 256 10,240

理数 5 200

総
合

総合 19 760

職
業
系
の
学
科

農業 21 840

工業 41 1,640

商業 33 1,320

家庭 3 120

水産 5 200

全日制計

■定時制課程

普
通
科

普通 21 840

職
業
系
学
科

工業 6 240

定時制計
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７

８

７
５ ５

５

６

３

２
２

３

４
５

６

６
６

３

３

５

５

３
１

６

４

２

４

２

２

４

３

３

３

７

６

５
５

６
４

５

４
５

８

４

８

５

１

３

６

８

３

４

１

女川

河南

東松島

石巻西

好文館

塩釜

石巻

石巻商

石巻工

水産

石市女

石市女商松島

利府

貞山
多賀城

仙台東仙台西

名取北

宮城野

泉松陵

富谷

黒川

泉

市商

市青陵
市高

泉館山

宮城広瀬

宮三女

仙台三

市工宮一女 仙台二

仙台一

仙台向山
宮城工業

仙台南

宮二女

宮城農業
名取

亘理

村田

蔵王
柴田

角田

伊具

大河原商

柴田農林

白石工

白石

白女
白石・七ヶ宿

※昼間１

柴農・川崎

加美農

中新田

岩出山

古川工

古川黎明
古川

田尻さくら

小牛田農林

松山

鹿島台商
南郷

涌谷

米山 登米

上沼

米谷工
佐沼

一迫商

岩ヶ崎
岩ヶ崎・鶯沢

築館

迫桜

飯野川・十三浜

※昼間１

志津川

本吉響

気仙沼
向洋

気仙沼西

気仙沼

各圏域の中心地より半径
１０ｋｍ圏のエリア

普通科

普通科＋専門学科併設

商業科

農業科

工業科

総合学科

３

水産科

定時制単独

市立高校

※波線は分校又は校舎

囲みの中の
数字は学級数

(飯野川)

(募集停止校)

※３部制

昼間２

２

市大志４

１
３ ※２部制 昼間２

※２部制 昼間３

※２部制 昼間３

※白抜は中等教育学校

11 公立高校配置図

平成２１年５月１日現在 ※全日制・定時制（独立校）
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高校種別

学校名

学校規模

総学級数

開設科目 科目 教員数 科目 教員数 科目 教員数 科目 教員数 科目 教員数 科目 教員数 科目 教員数 科目 教員数 科目 教員数

国語表現I ○ ○ ○
国語表現II ○ ○ ○ ○
国語総合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
現代文 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
古典 ○ ○ ○ ○ ○

古典講読 ○ ○
世界史A ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
世界史B ○ ○ ○ ○ ○
日本史A ○ ○ ○ ○ ○
日本史B ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
地理A ○ ○ ○ ○ ○ ○
地理B ○ ○ ○ ○

現代社会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
倫理 ○

政治・経済　　 ○ ○ ○ ○ ○ ○
数学基礎 ○ ○ ○

数学I ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
数学II ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
数学III ○ ○ ○ ○
数学A ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
数学B ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
数学C ○ ○ ○ ○ ○

理科基礎 ○ ○
理科総合A ○ ○ ○ ○ ○ ○
理科総合B ○ ○ ○ ○ ○

物理I ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
物理II ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
化学I ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
化学II ○ ○ ○ ○ ○ ○
生物I ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
生物II ○ ○ ○ ○ ○ ○
地学I ○ ○ ○
地学II ○ ○
体育 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
保健 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
音楽I ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
音楽II ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
音楽III ○ ○ ○
美術I ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
美術II ○ ○ ○ ○ ○
美術III ○ ○
工芸I ○ ○
工芸II

工芸III

書道I ○ ○ ○ ○
書道II ○ ○
書道III ○

ｵｰﾗﾙ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝI ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
ｵｰﾗﾙ・ｺﾐｭﾆｹー ｼｮﾝⅡ ○

英語I ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
英語II ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

リーディング ○ ○ ○ ○ ○ ○
ライティング ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
家庭基礎 ○ ○ ○ ○ ○
家庭総合 ○ ○ ○ ○

家庭専門科目 2 2 ○ ○
情報A ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
情報B ○
情報C ○ ○ ○ ○
農業

工業 60 14
商業 12 12 5
水産

福祉 10 3

47 48 41 47 34 29 35 22 29 17 78 50 30 25 75 26 59 31

※校長・副校長・教頭のほか、養護教諭、非常勤講師、事務職員は含まない

外国語

国語

地理歴史

公民

数学

6

11

6

家庭

情報

７学級

２１学級

A高校

9

8

理科

保健体育

芸術

E高校

３学級 ２学級

１２学級 ６学級

C高校

４学級

１８学級

D高校

1

1

4

5

3

4

1

4

2

1

3

4

3

3

1

4

0 2

B高校

６学級

１８学級

7

8

6

2

2

2

1

12

1 11

2

1

6

1

F高校

６学級

１２学級

3

4

3

1

54

4

4

Ｉ高校

３学級

１２学級

4

4

25

4

2

4

3

1

4

2

13

教諭・常勤講師合計※

2

専門

1

2

0

2

1

定時制多部総合学科

H高校

３学級

2

教科
開設科目

普通科

G高校

３学級

１２学級

22

専門学科

１２学級

3

3

1

1

9

2

2

3

1

7 223234

12 学校規模別の開設科目について

学校規模・種別による開設科目と教員配置の状況を見てみると、２学級規模の学校では、地歴公民や理科などにおいて授業選択が限られてし
まう一方、単位制高校や総合学科では教員が加配され、多様な科目が開設されている。

※専門科目の○の中の数字は専門科目の科目数
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13 学校規模別の開設部活数・学校図書館の蔵書数について

学校規模別に開設部活数や学校図書館の蔵書数を比較すると、１学年２学級の学校では平均的な部活動の数が１０．８と、４学級の２１．１の半
分近くになっている。また図書館蔵書数も４学級規模の２／３となっている。

○１校あたりの部活動数の比較

○１校あたりの学校図書館蔵書数の比較

運動部 文化部 合計

８学級 4 19.0 17.3 36.3 32,700

７学級 17 14.3 14.6 28.9 25,440

６学級 12 14.8 11.7 26.4 24,792

５学級 12 12.8 10.9 23.7 27,798

４学級 12 12.7 8.4 21.1 21,543

３学級 9 10.0 6.7 16.7 15,067

２学級 5 6.4 4.4 10.8 14,748

合計 71 13.0 10.9 23.9 23,411

１校あたりの部活動数
１校当たり

蔵書数

1学年あたりの

学校規模
学校数

文化部 17.25 

文化部 14.59 

文化部11.67 

文化部10.92 

文化部 8.42 

文化部 6.67 

文化部 4.40 

運動部19.00 

運動部14.29 

運動部 14.75 

運動部 12.7 5 

運動部12.67 

運動部 10.00 

運動部 6.40 

0  5  10  15  2 0  25  30  35  40 

８学級

７学級

６学級

５学級

４学級

３学級

２学級

32,700

25,440

24,792

27,798

21,543

15,067

14,748

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000

８学級

７学級

６学級

５学級

４学級

３学級

２学級

データ出典：平成２０年度
宮城県高校ガイドブック記載
データを集計

データ出典：Ｈ２０年度学校図書館
の現状に関する調査
宮城県分を集計

単位：部

単位：冊

※Ｈ２０年度 全日制高校（分校を除く）

データ出典：平成２０年度

宮城県高校ガイドブック記載
データを集計
Ｈ２０年度学校図書館
の現状に関する調査
宮城県分を集計



- 33 - 
 

      

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

学校規模別

総学級数

８学級 ２４学級 4 320 61.0 384,406 400.4

７学級 ２１学級 17 280 54.9 341,098 406.1

６学級 １８学級 12 240 50.1 321,937 447.1

５学級 １５学級 12 200 43.1 271,989 453.3

４学級 １２学級 12 160 37.7 244,035 508.4

３学級 ９学級 9 120 31.1 206,617 573.9

２学級 ６学級 5 80 22.2 148,172 617.4

71 207 44.2 281,581 474.1

学科別

普通学科高校 5.7 30 228.0 44.4 279,381 421.3

農業科高校 4.3 3 173.3 45.0 301,002 598.5

工業科高校 5.3 6 213.3 50.2 330,105 542.8

商業科高校 4.0 4 160.0 37.8 243,924 520.7

水産科高校 3.5 2 140.0 40.5 284,051 680.2

総合学科高校 4.0 4 160.0 40.3 256,907 538.6

複数学科併置 5.1 22 205.5 44.4 279,807 471.6

71 207 44.2 281,581 474.1

教員数
（人）

学校運営費
（千円）

生徒
一人当たりの
学校運営費

（千円）

学校数（校）

合計

＜学校運営費 試算方法＞

一学年当りの
収容定員数

（人）

教員数
（人）

学校運営費
（千円）

生徒
一人当たりの
学校運営費

（千円）

一校当たり
平均

学級数

合計

学校数（校）学校規模

学科別
一学年当りの
収容定員数

（人）

0.0  100.0  200.0  300.0  400.0  500.0  600.0  700.0 

８学級

７学級

６学級

５学級

４学級

３学級

２学級

学校運営費
＝ここでは、学級規模・学科別に、

各校の ＜Ｈ１９年度決算ベースの高校の運営経費＞（人件費以外の運営経費）

＜学校基本調査調査による教員数（常勤講師含む）×高校教育職月額平均給与×１２＞（教員の人件費）
を合計する形で算出している。

14 学校規模別・種別の学校運営経費について

学校の運営に係る経費は一人当たりで比較すると２学級規模の学校は４学級規模以上の学校にくらべて２割～５割多い。

○規模別にみた生徒一人当たりの運営経費の比較
（単位：千円）
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○地区内各高校の定員および進路状況

データ出典：Ｈ２０年度高校教育課調べ

15 地区別の高校配置の状況について（南部地区）
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2.3%

○平成２０年以降の地区内の中学校卒業見込者数および学級数の見通し

データ出典：Ｈ２０年度学校基本調査他

単位：学級単位：人

＜定員の学科別構成比＞

国公立大進学 私立大学進学

専修学校進学 就職・その他

H

13

H

20

H

21

H

27

H

32

1 　白石 5 4 4 160 普 160 4 32
Ｍ３２刈田中学講習会として創立 改築中

普 160 4

看 40 看護科 1

機械科 2

電気科 1

建築科 1

設備工業科 1

工業化学科 1

4 　角田 9 5 5 200 普 200 5 40
Ｍ３０宮城県尋常中学校伊具郡立分校創立 改築中

5 　蔵王 3 3 3 120 普 120 3 30
Ｈ８宮城県白石女子高等学校蔵王校から独立開校

H10

農業科学科 1

園芸工学科 1

動物科学科 1

森林科学科 1

情報システム科 2

流通マネジメント科 2

〇Ａ会計科 1 　普 800 45.5%

8 　村田 4 3 3 120 総 120 3 30
Ｔ１３宮城県村田実科高等女学校として開校

H元 　工 240 13.6%

普 120 3 　商 200 11.4%

体 40 体育科 1 　農 160 9.1%

10 　柴田農林（川崎） 2 1 1 40 普 40 1 14
Ｓ２３開校

H9 　総 280 15.9%

11 　伊具 4 4 3 160 総 160 4 41
Ｔ９宮城県伊具農蚕学校創立

H13 　体 40 2.3%

国大 私大 専門 就職 計 　看 40 2.3%

5% 28% 25% 43% 100% 合計 1,760 100.0%

昼 白石（七ヶ宿） 1 1 1 40 普 40 1 9

定 大河原商業 1 2 2 80 普 80 2 14

34 1,760 1,760 地区別進路先構成比

160 39

Ｓ６１開校

S61

全日制計 58 44 43 38

Ｓ１７ 宮城県大河原中学校として開校

S53

9 　柴田 6 4 4

商 200 45

Ｍ４１柴田郡立蚕業講習所創立

S44

7 　大河原商業 6 5 5 200

160 農 160 39

54

Ｓ３７開校

H15

6 　柴田農林 5 4 4

240 工 240

200 52

Ｍ４４白石実科高等女学校として創立

H3

3 　白石工業 7 6 6

地区内の

学科構成比

（定員ベース）

2 　白石女子 7 5 5

小学科

学

級

数

教員

合計

平成20年３月卒業者

進路状況構成比グラフ

設置経緯

校舎

改築

・

大規

模改

修

高校名

学級数の推移

H20

定員

合計

学

科

学科

定員
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データ出典：Ｈ２０年度高校教育課調べ

○地区内各高校の定員および進路状況（中部南）

データ出典：Ｈ２０年度学校基本調査他
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○平成２０年以降の地区内の中学校卒業見込者数および学級数の見通し

国公立大進学 私立大学進学

専修学校進学 就職・その他

16 地区別の高校配置の状況について（中部地区）

H

13

H

20

H

21

H

27

H

32

1 　仙台第一 8 8 8 320 普 320 8 57
M25宮城県尋常中学校

H4

2 　第二女子 8 7 7 280 普 280 7 52
M37私立東華女学校 改築中

3 　第三女子 9 7 7 280 普 280 7 54
T13宮城県第三高等女学校

H19

機械科 2

電気科 2

情報技術科 1

化学工業科 1

インテリア科 1

電子機械科 1

普 160 4

理 40 1

6 　仙台南 8 7 7 320 普 320 8 58
S52開校

S54

7 　仙台西 8 7 7 280 普 280 7 51
S58開校

S58

普 240 6

英 40 1

園芸科 3

農業機械科 1

食品化学科 1

生活科 1

10 　名取北 8 7 7 280 普 280 7 51
S54開校

S54

普 240 6

家 40 1

普 80 2

農 40 1

商 40 1

家 40 1

機械科 2

電気科 2

建築科 1

土木科 1

56

M30仙台市徒弟実業学校

240 工 24013
市立

　仙台工業
6 6 5

200 42

M31郡立亘理簡易養蚕学校

H16

280 54

T13岩沼実科高等女学校

H5

12 　亘理 6 5 5

58

M18宮城農学校

S51

11 　名取 8 7 7

240 農 240

280 52

S62開校

S62

9 　農業 6 6 6

200 44

S50開校

S60

8 　仙台東 8 7 7

71

T2宮城県立工業学校

H6

5 　仙台向山 6 5 5

320 工 3204 　工業 8 8 8

平成20年３月卒業者

進路状況構成比グラフ

設置経緯

校舎

改築

・

大規

模改

修

地区内の

学科構成比

（定員ベース）

高校名

学級数の推移

H20

定員

合計

学

科

学科

定員
小学科

学
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数
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合計
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○地区内各高校の定員および進路状況（中部北および定時制課程）

データ出典：Ｈ２０年度高校教育課調べ

＜定員の学科別構成比＞

国公立大進学 私立大学進学

専修学校進学 就職・その他

H

13

H

20

H

21

H

27

H

32

14 　仙台第二 8 8 8 320 普 320 8 58
Ｍ３３宮城県第二中学校

S59

普 240 6

理 80 2

普 200 5

理 80 2

普 240 6

英 40 1

18 　泉松陵 8 7 7 280 普 280 7 51
S56開校

S56

19 　泉館山 8 7 7 280 普 280 7 53
S58開校

S58

20 　宮城広瀬 8 7 7 280 普 280 7 53
S58開校

S58

普 160 4

美 40 1

総 80 2

普 160 4

商 80 2

23 　塩釜女子 7 5 5 200 普 200 5 39 S4塩竃実科高等女学校 H１

24 　多賀城 8 7 7 280 普 280 7 54 S51開校 H20

25 　松島 6 5 5 200 普 200 5 41 S23塩釜高等学校定時制課程松島分校 S57

普 200 5

ス 80 2 普 6,200 74.5%

普 80 2 理 200 2.4%

農 40 1 英 80 1.0%

土木科 1 美 40 0.5%

電子機械科 2 ス 80 1.0%

28 　富谷 8 7 7 280 普 280 7 52 H6開校 H6 工 680 8.2%

29 　市立仙台 8 8 7 320 普 320 8 59 S15市立仙台中学校 商 560 6.7%

30 　市立仙台商業 7 6 8 240 商 240 6 59 M29仙台市簡易商業学校 農 320 3.8%

31 　市立仙台女子商業 6 5 4 200 商 200 5 48 T7仙台市立東二番丁実科女学校 家 80 1.0%

国大 私大 専門 就職 計 総 80 1.0%

14% 39% 27% 21% 100% 合計 8,320 100.0%

定 　名取 1 1 1 40 普 40 1 10

40 電気科 1

40 電子機械科 1

定 市立図南萩陵 1 1 3 40 普 40 1 28 H21.4から昼夜間開校の二部制（仙台大志）

40 機械科 1

40 建築土木科 1

多 貞山 4 4 4 160 普 160 4 42 S56

80 工 30定
市立仙台

第二工
2 2 2

80 工 23定 第二工業 2 2 2

8,320 8,320 地区別進路先構成比

※仙台商業と仙台女子商はH21に統合

※仙台青陵中等教育学校がH21に新設全日制計 235 207 205 207 195

240 49

M34黒川農学校

H20

工 120

27 　黒川 7 6 6

280 66 S59開校 S59

240 45

S18宮城県塩竃中学校

H8

26 　利府 8 7 7

22 　塩釜 7 6 5

280 67

H7開校

H6

280 53

Ｓ４8開校

H19

21 　宮城野 7 7 7

280 62

M30仙台市高等女学校

S44

17 　泉 9 7 7

58

S38開校

H20

16 宮城第一 9 7 7

15 　仙台第三 9 8 8 320

学
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数

教員
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○地区内各高校の定員および進路状況

データ出典：Ｈ２０年度高校教育課調べ
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○平成２０年以降の地区内の中学校卒業見込者数および学級数の見通し

データ出典：Ｈ２０年度学校基本調査他

単位：学級単位：人

＜定員の学科別構成比＞

国公立大進学 私立大学進学

専修学校進学 就職・その他

17 地区別の高校配置の状況について（大崎地区）

H

13

H

20

H

21

H

27

H

32

1 　古川 6 6 6 240 普 240 6 45
Ｍ３０宮城県尋常中学校志田郡立分校

H5

2 　古川黎明 7 6 6 240 普 240 6 51
Ｔ９宮城県志田郡立古川高等女学校

S43

普 40 1

家 40 家政科 1

機械科 2
Ｓ９古川商業専修学校

電気電子科 1

建築科 1

土木情報科 1

化学技術科 1

5 　岩出山 6 4 3 160 普 160 4 33
Ｓ４岩出山町立岩出山実科高等学校

H6

6 　鹿島台商業 3 3 3 120 商 120 商業科 3 34 Ｓ２５宮城県南郷農業高等学校鹿島台分校 S57

農業科 1

農業機械科 1

生活技術科 1

普 80 2

商 80 商業科 2

9 　涌谷 6 4 4 160 普 160 4 33
Ｔ８遠田郡立涌谷実科高等女学校

H16 　普 960 53.3%

農 80 農業技術科 2 　工 240 13.3%

総 120 3 　商 200 11.1%

普 40 1 　農 240 13.3%

農 40 産業技術科 1 　総 120 6.7%

国大 私大 専門 就職 計 　家 40 2.2%

5% 29% 20% 45% 100% 合計 1,800 100.0%

多 田尻さくら 3 3 3 120 普 120 3 35 Ｓ２７宮城県田尻高等学校 H19

40 機械科 1

40 電気科 1
80 工 22

1,800 地区別進路先構成比

定 古川工業 2 2 2

22

Ｓ６宮城県遠田郡南郷存立国民高等学校

S55

全日制計 53 45 43 41 37 1,800

Ｍ２１遠田郡立養蚕伝習所

H11

11 　南郷 3 2 2 80

200 44

34

Ｓ４８加美農業より普通科・商業科を分離し，宮城県

中新田高等学校として新設 H19

10 　小牛田農林 5 5 5

S47

8 　中新田 4 4 3 160

農 120 38

Ｍ３３郡立加美蚕業学校

56 H9

7 　加美農業 3 3 3 120

240 工 2404 　古川工業 7 6 6

80 22

S7志田郡松山町立松山女子専修学校

H2

設置経緯
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改築

・

大規
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修

地区内の

学科構成比

（定員ベース）

3 　松山 3 2 2
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○地区内各高校の定員および進路状況

データ出典：Ｈ２０年度高校教育課調べ
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データ出典：Ｈ２０年度学校基本調査他

単位：学級単位：人

○平成２０年以降の地区内の中学校卒業見込者数および学級数見込み ＜定員の学科別構成比＞

国公立大進学 私立大学進学

専修学校進学 就職・その他

18 地区別の高校配置の状況について（栗原地区）

H

13

H

20

H

21

H

27

H

32

1 　岩ヶ崎 3 3 3 120 普 120 3 25
S16岩ヶ崎町立岩ヶ崎実科高等女学校

S57

機械科 1

電子科 1

情報処理科 1

流通経済科 1

会計科 1 　普 360 47.4%

4 　迫桜 6 5 5 200 総 200 5 49
M31栗原郡簡易農学校・S4若柳町立高等女学校

H13 　工 80 10.5%

5 　築館 9 6 5 240 普 240 6 51
M34県立宮城県第三中学校栗原分校

S11町立宮城県築館高等家政女学校 H19 　商 120 15.8%

国大 私大 専門 就職 計 　総 200 26.3%

5% 29% 32% 34% 100% 合計 760 100%
地区別進路先構成比全日制計 24 19 17 15 12 760 760

120 商 1203 　一迫商業 3 3 3

80 26

S２３岩ヶ崎高校定時制課程鴬沢分校

※H２１～岩ヶ崎高校鴬沢校舎 H7

30

T13一迫町立一迫実科女学校

H12

2 　鶯沢工業 3 2 1 80 工

平成20年３月卒業者

進路状況構成比グラフ

設置経緯

校舎

改築

・

大規

模改

修

地区内の

学科構成比

（定員ベース）

高校名

学級数の推移

H20

定員

合計

学

科

学科

定員
小学科

学

級

数

教員

合計
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米

工

工

工

工

○地区内各高校の定員および進路状況

データ出典：Ｈ２０年度高校教育課調べ
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0
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普通

63.2%

農業

10.5%

工業

21.1%

商業

5.3%

○平成２０年以降の地区内の中学校卒業見込者数および学級数見込み

データ出典：Ｈ２０年度学校基本調査他

単位：学級単位：人

＜定員の学科別構成比＞

国公立大進学 私立大学進学

専修学校進学 就職・その他

19 地区別の高校配置の状況について（登米地区）

H

13

H

20

H

21

H

27

H

32

1 　佐沼 7 6 6 240 普 240 6 46
Ｍ３５第二中登米分校として設置

S43

普 120 3

商 40 商業科 1

普 80 2

農 40 農業技術 1

普 40 1

農 40 園芸ビジネス科 1

自動車科 1

電気システム科 1 　普 480 63.2%

情報技術科 1 　工 160 21.1%

機械システム科 1 　商 40 5.3%

国大 私大 専門 就職 計 　農 80 10.5%

8% 25% 24% 43% 100% 合計 760 100.0%

定 佐沼 1 1 1 40 普 40 1 11

760 760 地区別進路先構成比

42

Ｓ２３登米高校定時制分校として設置される

S56

全日制計 25 19 18 15 14

160 工 1605 　米谷工業 5 4 4

80 20

Ｓ２６上沼農業の分校として設置

S554 　米山 3 2 2

120 29

Ｔ１５実業学校として設置

S54

37

Ｔ４登米町立高等女学校として設置

S56

3 　上沼 4 3 2

2 　登米 6 4 4 160

学

級

数

教員

合計

平成20年３月卒業者

進路状況構成比グラフ

設置経緯

校舎

改築

・

大規

模改

修

地区内の

学科構成比

（定員ベース）

高校名

学級数の推移

H20

定員

合計

学

科

学科

定員
小学科
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○地区内各高校の定員および進路状況

データ出典：Ｈ２０年度高校教育課調べ
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58.3%
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14.6%
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18.8%
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2.1%
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○平成２０年以降の地域の中学校卒業見込者数および学級数見込み

データ出典：Ｈ２０年度学校基本調査他

単位：学級単位：人

＜定員の学科別構成比＞

国公立大進学 私立大学進学

専修学校進学 就職・その他

20 地区別の高校配置の状況について（石巻地区）

H

13

H

20

H

21

H

27

H

32

1 　石巻 6 6 6 240 普 240 6 45 T12宮城県石巻中学校 H17

2 　石巻好文館 6 5 5 200 普 200 5 40 M44石巻町立石巻実科高等女学校 S43

3 　石巻商業 5 5 5 200 商 200 総合ビジネス科 5 42
M44石巻町立石巻商業補習学校

S48

機械制御科 2

電気情報科 1

建築科 1

土木システム科 1

化学技術科 1

工 40 情報科学科 1

水 120 海洋総合科 3

普 - -

家 - 生活福祉科 -

普 200 5

農 40 農業科 1

8 　石巻西 5 5 5 200 普 200 5 39 S60開校 S61 　普 1,120 58.3%

10 　女川 3 2 2 80 普 80 2 21 S24宮城県石巻高等学校定時制課程女川分校 S46 　工 280 14.6%

11 市立石巻女女子 6 5 5 200 普 200 5 40 T14石巻実業女学校 　商 360 18.8%

12 　市立石巻女子商業 5 4 4 160 商 160 商業科 4 40 S38開校 　農 40 2.1%

国大 私大 専門 就職 計 　水 120 6.3%

5% 29% 32% 34% 100% 合計 1,920 100%

多 東松島 3 3 3 120 普 120 3 37 S23宮城県石巻高等学校定時制課程矢本分校 S44

昼 飯野川（十三浜） 1 1 1 40 普 40 1 10
S26飯野川高校昼間定時制分校

1,920 地区別進路先構成比

S42

/S55

全日制計 56 48 48 45 37 1,920

7 　河南 6 6 6

- 17

S2飯野川実科高等女学校

S49

240 49

T13鹿又実科高等女学校

44

M30牡鹿郡簡易水産学校

S43

6 　飯野川 3 - -

S38開校

H1６

5 　水産 4 4 4 160

240 工 240 52

地区内の

学科構成比

（定員ベース）

4 　石巻工業 7 6 6

小学科

学

級

数

教員

合計

平成20年３月卒業者

進路状況構成比グラフ

設置経緯

校舎

改築

・

大規

模改

修

高校名

学級数の推移

H20

定員

合計

学

科

学科

定員
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普通

61.9%

工業

4.8%

商業

4.8%

総合

19.0%

水産

9.5%

○平成２０年以降の地区内の中学校卒業見込者数および学級数の見通し

○地区内各高校の定員および進路状況

データ出典：Ｈ２０年度学校基本調査他

データ出典：Ｈ２０年度高校教育課調べ

単位：学級単位：人

＜定員の学科別構成比＞

国公立大進学 私立大学進学

専修学校進学 就職・その他

21 地区別の高校配置の状況について（本吉地区）

H

13

H

20

H

21

H

27

H

32

工 40 機械技術科 1

情報海洋科 1

産業経済科 1

2 　気仙沼西 3 3 3 120 普 120 3 27
S60開校

S60

3 　気仙沼 9 7 7 280 普 280 7 52
S2宮城県気仙沼中学校

T12町立気仙沼実科高等女学校
H20 　普 520 61.9%

4 　本吉響 4 4 3 160 総 160 4 41
S21宮城県津谷農林学校

S57 　工 40 4.8%

普 120 3 　商 40 4.8%

商 40 情報ビジネス科 1 　総 160 19.0%

国大 私大 専門 就職 計 　水 80 9.5%

10% 21% 33% 36% 100% 合計 840 100%

定 気仙沼 1 1 1 40 普 40 1 11

13 840 840 地区別進路先構成比

160 37

T13志津川実科高等女学校

S44

全日制計 23 21 20 16

5 　志津川 4 4 4

120 37

M34気仙沼町立水産補習学校

S52
水 80

校舎

改築

・

大規

模改

修

地区内の

学科構成比

（定員ベース）

1 　気仙沼向洋 3 3 3

小学科

学

級

数

教員

合計

平成20年３月卒業者

進路状況構成比グラフ

設置経緯高校名

学級数の推移

H20

定員

合計

学

科

学科

定員
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                            教 企 第 ２ ０ 号 

                          平成２０年７月９日 

 

県立高等学校将来構想審議会会長 殿 

 

                            宮城県教育委員会 

 

これからの県立高等学校の在り方について（諮問）  

 このことについて、県立高等学校将来構想審議会条例（平成２０年宮城県条例第４号）

第１条の規定により、別紙理由書を添えて諮問します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１  

22 諮問文
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（別紙） 

理  由  書 

  

本県では、平成２２年度までを計画期間とする「県立高校将来構想」

を平成１３年３月に策定し、生徒の多様な個性や特性に対応した魅力

ある高校づくりや開かれた学校づくりの推進、生徒数の減少に対応し

た学級減や学校再編、そして男女共学化の推進を図るなどして高校教

育改革に取り組んでいるところです。 

 こうした中で、本県における総人口は、平成１６年を境に減少に転

じ、予想を上回る早さで人口減少時代を迎えています。また、グロー

バル化、情報化の中で、地域社会においても経済環境や生活環境が大

きく変化しています。さらに、市町村合併の進展により、地域の有り

様も大きく変わりつつあり、今後、地域経済のグローバル化の進展、

地方分権の動きへの対応など、これまで以上に変化の激しい時代が到

来することが予想されます。 

このような社会情勢の変化は、人づくりを担う教育の在り方にも大

きな影響を及ぼしています。特に高校教育においては、一人一人の生

徒が、社会の形成者として、社会環境の変化に柔軟に対応できる資質

や能力を育んでいくことがますます重要になっています。また、生徒

の興味、関心の多様化に対応しながら、個人の能力を伸長し、自立し

た人間を育てていくことのできる、時代に即した高校教育の在り方が

求められています。 

 こうしたことから、これからの宮城の地域社会を支えていく意欲や

創造性等に富んだ人づくりに向けて、県立高校教育が果たすべき役割、

期待される高校教育を踏まえた今後の県立高校の配置を含めた在り方

などに関して多角的な見地から調査審議いただき、総合的かつ基本的

な構想の策定について諮問するものです。  
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年　月　日 経　　　　過 内　　　容

平成19年11月19日 庁内に県立高校将来構想検討部会設置 ○策定フレーム及び予算・条例案の調製

平成20年4月1日 県立高等学校将来構想審議会条例施行 ○平成２０年宮城県条例第四号

平成20年5月
　　　　～6月

県立高校将来構想審議会開催準備 ○委員の人選・基礎データ整理

平成20年7月9日 第１回県立高等学校将来構想審議会開催
○会長・副会長の選任について
○諮問
○宮城県の高校教育の現状について

平成20年8月26日 第２回県立高等学校将来構想審議会開催
○今後求められる高校教育の在り方について
○アンケート調査の実施概要について

平成20年10月20日 第３回県立高等学校将来構想審議会開催
○高校教育に関する県民意識調査について
○新たな県立高校将来構想の骨子について

平成20年11月4日
～11月18日

高校教育に関する県民意識調査の実施 ○生徒・保護者・県民等約9,500人対象（回収率約７０％）

平成20年12月24日 第４回県立高等学校将来構想審議会開催
○高校教育に関する県民意識調査の集計結果について
○社会の変化や生徒の多様化に対応した学校・学科構成等の在り方について①

平成21年2月12日 第５回県立高等学校将来構想審議会開催
○社会の変化や生徒の多様化に対応した学校・学科構成等の在り方について②
○生徒数減少に対応した高校配置の在り方について①

平成21年3月26日 第６回県立高等学校将来構想審議会開催
○生徒数減少に対応した高校配置の在り方について②
○将来構想の推進等について

平成21年4月27日 第７回県立高等学校将来構想審議会開催
○答申（中間案）の検討
○パブリックコメントの募集、意見聴取会の実施について

平成21年5月19日
～6月18日

答申中間案パブリックコメント募集 ○95名から222件の意見提出

平成21年5月23日
～5月31日

答申中間案に対する意見聴取会
（県内7箇所）

○気仙沼・大崎・栗原・登米・石巻・大河原・仙台で開催
○52名から224件の意見聴取

平成21年8月6日 第８回県立高等学校将来構想審議会開催
○パブリックコメント、意見聴取結果の整理、反映について
○答申（最終案）の検討

平成21年9月3日 第９回県立高等学校将来構想審議会開催 ○答申（最終案）の確認

平成21年9月4日 答申 ○答申

平成21年10月
　　～2月

実施計画の検討・構想策定

23 新県立高校将来構想策定経過 
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24 委員名簿

氏　　　名 所　　　　　属 摘　　要

阿部
あべ

　憲子
のりこ

株式会社阿部長商店南三陸ホテル観洋女将

荒井
あらい

　克弘
かつひろ 独立行政法人大学入試センター　試験・研究副統括官

東北大学名誉教授
会長

井口
いぐ ち

　經
つね

明
あき 岩沼市長

（宮城県市長会副会長）

猪股
いのまた

　孝之
たかゆき 宮城県宮城第一高等学校PTA会長

（宮城県高等学校ＰＴＡ連合会会長）

岩渕
いわぶち

　龍
りゅう 宮城県工業高等学校長

（宮城県高等学校長協会工業部会長）
任期

H21.4.24～

尾崎
おざき

　雅
まさ

健
たけ 前宮城県工業高等学校長

（前宮城県高等学校長協会工業部会長）
任期

H20.7.9～H21.4.23

小澤
おざわ

　仁
じん　じ

邇
利府町教育委員会教育長
（宮城県町村教育長会会長代行）

菅野
かんの

　仁
ひとし

国立大学法人宮城教育大学教育学部教授 副会長

北島
きたじま

　博
ひろし 宮城県仙台第一高等学校長

（宮城県高等学校長協会会長）

木村
きむら

　美保子
みほこ

株式会社ゼン・インターナショナル代表取締役

公平
こうだいら

　伸行
のぶゆき

公平農場代表

佐々木
ささき

加代子
かよこ

デザインルームＪＩＮ主宰

佐藤
さとう

　ゆり子
こ 大和町立大和中学校PTA役員

（宮城県ＰＴＡ連合会副会長）

白幡
しらはた

　勝美
かつみ 気仙沼市教育委員会教育長

（宮城県都市教育長協議会会長）

白幡
しらはた

　洋一
よういち

財団法人みやぎ産業振興機構参与兼プロジェクトマネージャー

髙橋
たかはし

　睦
むつ

麿
まろ 多賀城市立多賀城中学校長

（宮城県中学校長会）

西山
にしやま

　英作
えいさく

社団法人東北経済連合会産業経済担当副部長

早坂
はやさか

　公夫
きみお 宮城県農業高等学校長

（宮城県高等学校長協会農業部会長）

朴澤
ほうざわ

　泰治
たい　じ 学校法人朴沢学園理事長

（宮城県私立中学高等学校連合会副会長）

本図
ほんず

　愛実
まなみ

国立大学法人宮城教育大学教育学部准教授

渡辺
わたなべ

　政巳
まさみ 丸森町長

（宮城県町村会副会長）

(注）所属は平成21年5月1日現在

県立高等学校将来構想審議会委員名簿

（任期：平成20年7月9日～平成22年7月8日）

（５０音順 敬称略）



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新県立高校将来構想（平成２３年度～平成３２年度） 
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